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             優秀修士論文推薦のことば

 太陽電池の分野では産業発達の初期に日本メーカーの主導性が際立っていたが、産

業の急速な成長期に至りその主導性が失われ市場地位を低下させてきた。本論文は、

その理由を独自のアイデアに基づき実証的に明らかにした労作で、ユニークな論点が

多く含まれている。

                             慶應 義塾大学

                             総合政策学部教授

                                榊原 清則
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修士論文要旨 2010年 度(平 成22年 度)

             太陽電池市場 の変化 と日本企業

              ～流通構造 を中心 として～

論文要旨

 本論文では、太陽電池産業 にお いて技術開発や産業化で先行 し、世界で高い競争性 を誇っ

ていた 日本企業が、なぜ市場 の拡大期 になって競争優位性を低下 させて しまったのか という

テーマについて論 じている。

 太陽電池産業における日本企業の競争優位性の低下の要因につ いては、報道な どで様々な

議論がなされてきた。これまで議論されてきた代表的な要因は、ドイツが最初 に始めた補助

金制度であるフィー ド・イ ン ・タリフ制度、シリコン調達の失敗、水平分業型事業モデル の

優位な どである。

 本論文では、それ らの代表的な要因についてデータに基づいて検証 した上で、これまで注

目されて こなかった 日本市場と欧州市場の流通構造の違 いについて着 目し、流通構造の違 い

によるビジネスモデルの相違も 日本企業が競争優位性を低下させて しまった大きな要 因の

ひ とつではないかと主張 している。

 本論文の主張 と貢献は大 きく3つ ある。

 ① 日本市場 と欧州市場では歴史的な経緯 と主要な用途が異なるために、それぞれの市場

  で一般的なビジネスモデルが異なるということを各種データか ら明 らか にした こと。

 ② 日本企業は太陽電池産業 において、技術開発で も産業化で も先行 していたが、日本市

  場で築いたビジネスモデルに過剰適応 してしまったために、欧州市場が急速 に拡大 し

  た際に対応出来なかったのではないかという、これまで指摘されて こなかった点につ

   いて指摘 した こと。

 ③ 日本市場における主要な用途である住宅用太陽電池市場は日本の政策的取組みであ

   るサ ンシャイ ン計画の中で、意識的に官民合同で開発されたもので あり、かつそ のよ

   うな判断は当時の諸状況 を考えると 「合理的」なものであった ということを各種デー

   タか ら明らかにしたこと。

 キー ワー ド:

        1.太 陽電池  2-太陽光発電    3.フィー ド ・イン ・タ リフ

        4.流 通構造  5.サンシャイ ン計画 6住 宅用太陽電池

        7-過 剰適応
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Abstract of Master's Thesis Academic Year 2010 

          The shift of solar cell market and Japanese firms 
            -with a central focus on Distribution Structure 

Summary 

 Japanese companies have been leading the competition in technology development 

and industrialization in the solar industry, which now weaken its competitiveness by 

contrast to the market expansion. This paper will discuss on the factors of this 

phenomenon. 

 Factors behind the decline of competitive advantage for Japanese companies in the 

solar industry, has been discussed in various media. Typical factors have been discussed 

so far, the feed-in tariff scheme was first started in Germany, the failure of the silicon 

procurement, and business model such as horizontal division. 

 After validation based on data about the various factors, leading them to focus on the 

differences in the distribution structure of the European market and Japanese market 

has not been noted until now. An assertion made in this paper is the difference in 

business models due to differences in the distribution structure is one major factor 

declines the competitive advantage of Japanese companies. 

Principally, the contribution and argument made in this paper are as follows. 

  Focusing on the distribution structure, to clarify the difference in European and 

  Japanese business models and respective market are due to the historical 

  complication and applications by looking into a variety of data. 

  The Japanese companies in the industry preceded the development of both 

  technology and industrialization. However the business model has over-adapted to 

  the Japanese market could not correspond when the European market. 

  Residential solar market, the major use in the Japanese market was developed 

  jointly by public and private sectors in Sunshine Project. It is been disclosed by 

   evident from the data such development was "reasonable" under the circumstance. 

 Keywords  : 

         1. Solar cell 2. Photovoltaic Power 3. Feed-in Tariff 

         4. Distribution Structure 5. Sunshine Project 

         6. Residential Solar Market 7. Over-adapted 
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第1部 研究の背景と既存に言われていることの検討

【第1部 の内容】

第1章 本 論 文 の位 置 づ け

1.1.1問 題 意識

 近年 、 エ レク トロニ クス分野 で 日本企 業2が 技 術 開発 や産 業化 で 先行 して も、市場 の 拡 大

期 と ともに シェアが 急速 に低 下 し、技術 開発 の成 果が 企業 の利益獲 得 につ なが って いな い例

が 増 えて い る(図 表1)。 この問題 は経 済産 業 省 の産業 競争 力部会 による 『産 業構 造 ビジ ョ

ン2010』 の 中で も 日本 経済 にお ける、主 要 な問題 と捉 え られ て いる3。 『産 業構 造 ビジ ョン

2010』 の本 文 の 中で も 「近年 、 日本企 業 は、 卓越 した技 術 面で の優 位性 によ り当初 は新 た

な 製 品市場 で 高 い世 界 シ ェア を確 保す る もの の、そ の後 の市場 拡大 局面 にお いて 、急 速 にシ

ェア を失 う傾 向が あ る。(中 略)市 場 シ ェア の凋 落ス ピー ドは加速 化 して お り、一刻 も早 い

対 応が 不 可欠 で ある4」 と、 問題 の重要性 を強調 して い る。

1以 降、章、節、ポイントの順番で簡略化して表記する。部はそれぞれの冒頭のみ表記する
2本 論文では、特に断 りを入れない限り、日本企業および太陽電池メーカーとは日本籍の日本市場におけ

るシステムメーカー、欧州市場におけるモジュールメーカーを指すこととする。これは、日本の太陽電池

関連の企業では、そのような企業の占める位置が大きく、本論文の問題意識に適っているためである。
3経 済産業省 『産業構造 ビジョン2010』 ではこのような現象が起きている理由として、海外企業有力企業

は 「ブラックボックス化Jと 「オープン化」を組み合わせた標準戦略を挙げている。
4経済産業省 ,『産業構造ビジョン2010』,20p

                     8



図表1 世界市場のシェアの推移

 

 
  

 

 

注1)経 済産業省 『産業構造ビジョン2010』,21p,図1-2-15よ り

注2)横 軸は西暦

 本論文では、技術 開発や産業化で先行 しなが らも、市場拡大 とともにその競争優位性が低

下 し、シェアを落 として いる産業の1つ である、太陽電池産業について取 り上げる。筆者が

太陽電池産業に注 目した理由は、日本企業が太 陽電池において競争優位性が低下 し、シェア

を落 としている理由として報道 されている内容が他の製品分野と異なったためだ。筆者が調

査 を始めた2008年 当時、報道資料 を読 んでいると 「太陽電池産業 にお いて 日本企業 の競争

優位性が低下 しているのは、欧州の産業政策 としての補助金政策であるフィー ド・イ ン ・タ

リフ5によって欧州市場が急速 に拡大 して しまったためだ」 という議論が散見 された。それ

に対 して、筆者は 「日本市場が相対的に小さくなって しまったか らといって、必ず しも日本

企業 の競争優位性の低下に直接的に繋が らないのではないか。日本市場が最大の市場 でなか

った としても、自動車産業のように高い競争優位性 を誇 ることはできるはずだ」という素朴

な疑 問を持った。また、先行研究 を調べていくと、太陽電池産業は日本の将来の有望産業 と

言われてきたのにも関わ らず、先行研究 は政策論が多 く、ビジネス としての太 陽電池 を分析

した ものは殆 ど見 当た らなかった。

 そ こで、本論文 としては、太陽電池産業 において補助金政策が大きな影響を与えることを

認めつつ も、よ り経営学的な視点か ら日本企業が近年太 陽電池産業において競争優位性を低

下 させている原因を明 らかにしていきたい。

5フ ィード・イン・タリフについては後に詳述する

                    9



1リ2.研究の背景

 以下、 日本企業が技術 開発 として も産業化 として も先行 して きて、かつ技術的には現在

も優位性 を保 っているにも関わ らず、太陽電池産業において競争優位性が低下 している こと

を確認する。

1.2.1技 術開発において先行 してきた 日本企業

 日本企業は技術 開発で も産業化で も先行 してきた。 日本は採算が見込めな い基礎的な技

術開発の段階か ら日本政府がサ ンシャイン計画6と いうプロジェク トによって太陽電池産業

を支援 してきた。図表2と 図表3は 再生可能エネルギーのR&Dへ の各国政府の支 出額を

纏めた図である。アメ リカはエネルギー独立計画を掲げ、圧倒的な額を支出 して いたが、ア

メ リカを除 くと、おおむね ヨーロッパ各国よ りも予算額は大きかった と言える。

図表2 各国の再生可能工ネルギーR&D予 算

注1) 島本実,1999,『ナショナルプロジェクトの制度設計ーサンシャイン計画と太陽光発電産業の生成

   一』,21p,図0-3よ り
注2) 再生可能エネルギーには太陽冷暖房、太陽光発電、太陽熱発電、風力、海洋、バイオマス、地熱

   を含む。為替換算は1990年 を基準に行われている

6詳 しくは後述する
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図表3各 国 の再 生可 能 エネ ルギ ーR&D予 算(ア メ リカ を除 く)

注1)島 本実,1999,『 ナショナルプロジェク トの制度設計ーサンシャイン計画と太陽光発電産業の生成

   一』,22p,図0ー4よ り

注2)再 生可能エネルギーには太陽冷暖房、太陽光発電、太陽熱発電、風力、海洋、バイオマス、地熱を

   含む。為替換算は1990年 を基準に行われている
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また 、太 陽光 発電 に限 って み る と、80年 代 中盤 以 降は 日本 の予算 額 の方 が米 国 よ りも上 回

って い る(図 表4)。 太 陽光 発電 システ ム に対 して1974年 か ら1992年 の 問 にNEDO(新

エネ ルギ ー ・産 業 技術総 合 開発機 構)を 通 じて与 え られた委 託研 究 予算 の合 計額 は 、854

億 円 に達 して い る7。 そ して 、 この委 託研 究 の殆 どは 日本 企業 を対 象 に行 われ た もので あ る

た め に、技 術 開発 にお いて基 礎研 究 の段 階か ら 日本企 業 は先 行的 な取 り組 み を して き た と言

え るだ ろ う。

図表4 太 陽光 発電 技術 開発へ の政 府 予算 の 日米比較

注1)島 本実,1999,『 ナショナルプロジェクトの制度設計一サンシャイン計画と太陽光発電産業の生成

   ー』,27P,図1 より

注2)ア メリカの数値はDOE(エ ネルギー省)の 予算。 日本の数値はNEDOの 太陽光発電 システム実用

  化研究開発費。NEDOの 太陽光関係予算には、工業技術院計上分以外のものも含むため、その額は

  サンシャイン計画予算よりも大きい。

7島本実,1999,『 ナショナルプロジェク トの制度設計一サンシャイン計画と太陽光発電産業の生成一』,28p
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1.2.2.日 本企業は技術的には現在 も優位性を保っている

 太陽電池の代表的な性能指標の1つ である光電気変換効率では、現在 も優位性を保ってい

る。以下、そ の例 として 日本企業が発表 したプレス リリースを紹介する。

    三菱電機株式会社は、多結晶シリコン太陽電池セルにおいて、世界最高の

    光電気変換効率18.6%を0.3ポ イン ト上回る18.9%を 達成 し、世界最高

    効率 を2年 連続で更新 しました8

    三洋電機i株式会社 は、HIT太 陽電池で、実用サイズ(100cm2以 上)の 結

    晶シ リコン系太陽電池セルの変換効率 としては世界最高9となる23.0%を

    研究 レベルで達成(従 来22.3%)い た しました10

上記のように、技術水準 に関しては、現在 も日本企業は世界 トップレベルを維持 して いるこ

とが分かる。

8三 菱電機株式会社2009年2月18日 プレスリリースより

9ち なみに、2010年 時点で全ての技術選択の中で実験室レベルで世界最高の変換効率は、Fraunhofer

Instituteの41%

10三洋電機i株式会社2009年05月22日 プレスリリースより
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1.2.3.日 本企業は産業化において も先行 していたが、現在は低迷 している

 日本企業は、技術 開発のみな らず、産業化で も先行 していた。 日本企業は2000年 か ら7

年連続で生産量世界首位 の座にあった。2005年 には、生産量上位5社 のうち、4社 が 日本

企業であった。 しか し、2005年 以降、 日本企業のシェアは相対的に低下 して いる。2009

年には、生産量上位5社 の中に入る 日本企業はシャープのみ となって しまった。

図表5 世界市場における生産量上位5社 の推移

      2GO3年    20く)4年    2005年    2GO6年    2007      2008年      11・｠

      シ聖一プ  シヤープ シャーツ シャ づ  Qセ ルズ  Qセ ルズ ファーストソ  111

      〈198,1≦})   〈3謎3ゴδ7>  くt E li /)   (43菖調)   ( ....  )   (570,40)    (110〔})

       シヱル  寒セラ  Qセ ルズ Qセ ルズ シャープ ファーストソ サンテック  2位

       (77,20)   〈1aδ.{}7)  (16G、61)   (252,5fl)  (362,IO>   (5Q4.00)     (704)

鐵 禰BP'J7
(84,71)〈141.61、(叢〉繍 艦 灘 灘

       BPソ-三 魏 機 三洋離 サンテック 京セラ シャづQセ ルズ
  4位   ラ-

       (70す52)   〈75鍛)   (1量43毒)  (15750)  (2{}5,32)   〈硅73腫藍)0)     (586)

5位RWE Qセルズ 灘 雛 織 プアワスト 冒 ック インリー

       (42-31)   (75.22)   (1轟0、准フ)   (1萎彗髄)  (205。32)   (384」0)     (525)

注1) 松本陽一 ・榊原清則(2009)を 参考に筆者加筆修正。データの出所はrPV News」

注2) 水色づけしている会社が日本企業

注3)括 弧内の実数は各社の生産量(メ ガワット)で ある

注4)ス ペースの都合上、社名を省略しているものがある。サンテックはサンテック ・パワー、インリー

   はインリー ・グリーン ・エナジー、ファース トソーはファース ト・ソーラーのこと。網掛けは 日本

   企業を示 している

1.2.4.ま とめ

 以上 の よ うに、日本企 業 は、基 礎 的な研 究 開発 の段 階か ら国の強 力な支援 を受 け、産 業化

も世界 に先 駆 け取 り組 み 、そ の技 術 的優 位 性 を失 って いな いの に も関わ らず、競 争優 位 性が

低下 して いる。
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1-3.調 査手法

 本論文は以下の5つ の調査に基づいている。

 ①先行研究や記事情報などを利用 した文献調査

 ②太陽電池メーカー各社 のカタ ログおよびIR情 報な どの公 開情報調査

 ③ メーカー、卸売業者、販売業者、設備業者 に対するイ ンタビュー調査

 ④太 陽電池購入者か ら頂 いた契約書調査

 ⑤筆者が研究員として協働 しているNPO法 人 太陽光発電所ネ ッ トワークが以前行 った

  調査おいて入手 した情報 に基づく調査

 日本 の太陽電池産業の大部分は、総合メーカーの一部門か、とて も小さな企 業が担 ってい

る。そ のために、公 開情報の限 りでは定量的な情報が乏 しい。そ こで本論文では、イ ンタビ

ュー情報やカタログ、既存の購入者からの契約書情報な ど間接的な情報で補完 して いる。ま

た、太陽光発電所ネッ トワークが保管 してきた流通業者 に関するイ ンタビュー記録、および

神戸大学講師の松本陽一氏か ら欧州での大規模太陽電池 システムに関する過去のイ ンタ ビ

ュー記録の提供 を受けた。

図表6 調査手法の一覧

注1)協 力団体とは、筆者が研究員として協働している太陽光発電所ネットワーク(PV-net)を 指す

 太陽電池産業は定量情報 の入手が困難であるため、本論文ではイ ンタビューによる定性調

査を多 く行った。そ こで、下に本論文の執筆にあたって纏まった時間を取 ってイ ンタ ビュー

を行ったインフォーマ ン トを下記す る。なお、1時 間か ら2時 間の纏 まった形でないインタ
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ビューは下記 した以外にも多く行 った。

・團 彦太郎氏 2010年12月8日 インタビュー実施

太陽電池の事業化を担当する昭和 シェルの開発部長だった。サンシャイ ン計画 に関 して政府

とメーカー団との意見を調整する役割 も担った。これは、主要な太 陽電池メーカーの多 くが

関西に本社があったため

・寺尾 健男氏 2010年12月15日 イ ンタビュー実施

大手電機メーカーで1998か ら最近まで太陽電池事業 の国内営業、工事分野に携わってきた。

・泉名政信氏 2010年12月16日 インタ ビュー実施

薄膜太陽電池の研究か ら事業化まで20年 以上の経験 を有す る技術者

・金子 武弘氏  池谷 勝典 氏

2010年8月11日(金 子武弘氏、池谷勝典氏)、

2010年11月27日(池 谷勝典氏)イ ンタビュー実施

金子氏は1994年 か ら太陽電池 を扱い、販売 ・設置、卸な どを行 っている新興マタイ社 の代

表取締役

池谷氏は新興マタイ社の環境エネルギー事業部で太陽電池を担当している

・A女 史 2010年8月19日 インタビュー実施

太陽電池のテ レマーケテ ィングを行 う、販売 ・設置業者A社 課長

・B氏 2010年7月29日 インタビュー実施

静岡県で販売 ・設置業を行 うB社 社長

・C氏2010年8月7日 インタビュー実施

国内、海外にて太陽電池の設計、設置な どを手掛 けるC社 ・代表取締役。

・D氏 2010年12月11日 インタビュー実施

大手住宅設備 メーカーで太陽電池の営業を行って いる

他にも、NPO法 人太陽光発電所ネッ トワーク(PVnet)の 職員の方々には研 究員の肩書き

を頂き、協働 させて頂 くことを通 して多 くの情報を得た
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第2章 背景情報

【第2章 の内容】

2.1.太 陽電池とは、そもそもどの ような ものか

2.1.1.太 陽光発電 システム

 太陽電池と言 って一般的に思 い浮かぶのは、家屋の屋根 に乗って いる青い色のパネルであ

ろう。しか し、太陽光から発電 し、発電 した電力を利用す るにはパネルだけでは十分で はな

い。太陽電池は、家屋な どに乗せるパネル(太 陽電池モジュール)だ けでなくパ ワーコンデ

ィショナーな ど様 々な機器 を接続 してシステムとして構成する必要がある。

 図表7は 一般的な太陽光 発電 システム を模式化 して描 いてい る。ごく簡単 に説 明す る

と、太 陽の光 を太 陽電池が受 け、発電す る。太陽電池で生じた電気 は直流(DC:Direct

Curren七)で ある。家庭の電化製 品に使われ る電気は交流(AC:A1七erna七ing Current)な

ので、これをインバーターで交流にしてか ら使う。

図表7太 陽光発電 システム 模式図

                  誉

 趨 置昌  _脚_珊

                                  回
                                自家消費(日本の場合)

注1)各 種資料を参考に筆者作成
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2.1.2.太 陽電池モジュール

 太陽光発電の重要デバイスで、文字通 り発電を担 うのが太陽電池モジュールである。電気

的な性質 の違 うn型 の半導体 と、p型 の半導体 をつなぎ合わせて出来たものを太陽電池セル

という。太陽電池セルに光が当たると、その光エネルギーは太陽電池内に吸収され、これ に

プラスとマイナスを持 った粒子(正 孔 と電子)が 生まれ、マイナスの電気はn型 シ リコン

側へ、プラスの電気はp型 シリコン側へ多 く集まる。 このため太陽電池の表面と裏面 につ

けた電極に電球な どの抵抗物をつな ぐと電気が流れる。そのような性質を持つ、太陽電池セ

ル を直列に接続 してガラス板などで封止 したものを太 陽電池モジュール と呼ぶ。住宅 の屋根

に載っていて、普段われわれが 目にする太陽電池 とは、 このモジュールで ある11。

図表8 太陽電池モジュールの構成

                             モジュ・0ル

                                ↓

曄 團⇒國 ⇒糠叢蕪ll}綴諜幾};
                  竺1£議 ……橈琵雛雛膨第餐 揚頸・煎旨 蝋滋峯鄭

                  綴 繊簸    麟 麟 捜/癩菱    乏1ご乏蔭.
                        羅鱗鶉冨毎}轟悪纏萎強薄黄 距、こ羅箒影環瓢烈ゾ畜ケ.

注1)各 種資料 を参考 に筆者作 成

11太 陽光発電協会太陽光発電施工技術センター,2010,『太陽光発電施工技術講習会 講演資料2』 な どを

参考に筆者作成
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2.1.3太 陽電池の種類12

 太陽電池 と一 口に言って も、半導体の原料、製造方法な どによって様 々な種類が存在 す

る(図 表9)。 以下、主要な太陽電池 の種類 を紹介 ・説明する。

単結 晶:

最 も古 くからある太陽電池。高価だが高性能で、変換効率が20%を 超える製品が販売 され

ている。特 に高 い変換効率が求め られる用途 に使われ る。

多結 晶:

現在 もっ とも広 く使われている太陽電池。細かいシリコン結晶が集まった「多結晶シリコ ン」

を用いる。単結晶シリコンよりも省エネルギーで安価な方法で製造できる。

薄膜太陽電池:

現在主流の製法では、一度結晶シ リコンの固まり(イ ンゴッ ト)を 製造 してか ら、これ を薄

く切ったウエハ にして、太陽電池を造る。→ 日本企業が次世代太陽電池 として期待 して いる。

非 シリコン太陽電池:

特 に注 目されて いるのは、米ファース ト・ソーラーのCdTe薄 膜太陽電池。有毒の物質を使

って製造されるが、コス ト競争力が高い。

図表9 太陽電池の種類

      一 灘 翻 翻 二奨騒
禰

一 一[1;1筑禦:灘1認∴
      有 機薄 膜    色 素増感 型 、有機 太 陽電池 な ど

注1)太 和 田善久,2008,「 カネカにおける新事業創出とR&Dマ ネージメント」,『テクノロジーマネジメ

ン ト』,2008年 第2号,フ ユージョンアンドイノベーション,124p,図2よ り

12日 本新エネルギー財団と産総研のHPを 参考に作成。 201010/22閲 覧
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2.1.4-太 陽電池の性能指標

 太陽電池には主要な性能指標 として、Wあ た り単価 と光電変換効率 という、ふたつの性

能指標が存在する。太陽電池の場合 どれだけ安価 に発電できるかというのが主な性能 にあた

るので、性能 と価格は不可分な部分がある。 しか し、どち らかというとWあ た り単価 はよ

りコス トパフォーマ ンス指標 に近 く、光電変換効率はどち らかというと性能指標 に近 いと言

えるだろう。

Wあ た り単価:

モ ジュール の価格 を、最 大 出力(W)で 割 った数値。 この値が低 いモジュール ほ ど、低

いコス トで発電で きる。

光電変換効率(変 換効率):

 光エネルギーを どの程度電気に変換できるか という値。最大出力に対 してのモ ジュール面

積で求め られる。 この数値が高いほど、小さな面積で大きな発電量 を得 ることができ る13。

13松本陽一 ・榊原清則,2009,4p
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2.2.太 陽電池市場の推移

 太 陽電池が産業 として成立 して きたのは近年 のことである。日本でもシャープが1959年

に開発を手がけて以降、細々と続けられ、離島や灯台な どには利用されたが、そのよ うな市

場はとて も小規模な市場であった。1994年 に住宅用太陽光発電システムモニター事業スタ

ー トした ことで、日本において本格的な産業に育つ端緒 を得て、ドイツが2004年 にフィー

ド ・イ ン ・タリフを導入 したことによって、急速に拡大 した。

 図表10は 、IEA-PVPS調 査対象国 における太陽光発電での電力導入量の推移 を示 して い

る。太 陽光発電の導入量は2000年 には206メ ガワッ ト14であったが、2008年 には5559メ

ガワ ットになった。10年 足 らずの間に年間の導入規模が20倍 を超えている。

 なお、IEA-PVPSの 調査は21力 国(オ ース トラリア、オース トリア、カナダ、スイス、

ドイツ、デンマーク、スペイン、フランス、イギ リス、イスラエル、イタ リア、日本、韓国、

メキシコ、マ レー シア、オランダ、ノル ウェー、ポル トガル、スウェーデン、 トルコ、アメ

リカ)に おける太陽光発電関連のデー タを公表 している。そのうち、スペインは1994年 か

ら、イス ラエルは2004年 か ら、マ レーシアは2006年 か ら、 トルコは1998年 か ら調査 に

参加 した。上記に含まれない中国や台湾、イ ン ドといった国 ・地域 とそれ らの国 ・地域 の企

業の情報 は考慮 されていない。したがって、世界 の市場拡大のペースは実際にはもっと速い

ものと思われる15。

図表10 主要国における太陽光発電導入量の推移

    .111

    5000

    4000

    3000 

    2000 

    1000 

     〇 

      紳ず紳ヂボ紳ずドボずドボドドずド

注1) 松 本 陽 一 ・榊 原 清 則(2009)よ り

注2) 縦 軸 の 単位 は メ ガ ワ ッ ト

14メ ガ は100万 の 意 味 で 、 メ ガ ワ ッ トとは100万 ワ ッ トの こ と。

15松 本 陽 一一・榊 原 清 則
,2009,6-7pよ り引用

                    21



2.3.太 陽電池産業 に関連する政策(サ ンシャイ ン計画 ・補助金政策)

 太 陽電池は現在、既存 の電 力源よ りも割高な設備である。そのため、太陽電池産業は政策

による支援が大きな影響 を与える産業となっている。ここでは、特 に、日本の太陽電池産業

を形づ くった政策 と言って も過言ではないサ ンシャイ ン計画 と、普及 に大きな影響力を与 え

る補助金政策について説明する。

2.3.1サ ンシャイ ン計画

 日本が高度経済成長期 に入 った1955年 か ら、日本は一貫 してエネルギーに占める石油 の

割合が増加 してきた。1995年 に20.2%、1960年 に37.7%、1965年 に58.4%、1970年 に

70.8%と 急速 にエネルギーの石油依存が進んでいた16。そ こに第四次中東戦争を契機 とする

第一次オイルショックが起き、国民生活に大きな打撃を与えた。

 そのよ うな背景か ら、エネルギーの海外依存 を脱す ることを目標 に1974年 に策定 された

のが 「新エネルギー技術研究開発計画」、通称 「サ ンシャイ ン計画」である。 この計画 によ

って、日本における再生可能エネルギーの研究開発が本格的にスター トした。サンシャイ ン

計画発足直後 にサ ンシャイ ン計画 を担 当して いた当時の通産省工業技術院サ ンシャイ ン計

画推進本部が発行 した 『エネルギー問題 と 「サ ンシャイ ン計画」』には以下のように書かれ

ている。

     「「サ ンシャイ ン計画」 とは、クリー ンな新エネルギーの利用のための技

    術 を開発 しよ うという、超大規模な超長期技術開発計画である。(中 略)

    日本最初の超大型技術 開発計画で あり、太陽エネルギー、地熱エネルギー、

    石炭のガス化 、・液化、水素エネルギーを中心に、原子力関係 を除く全て

    の新エネルギーの開発 ・輸送 ・利用およびエネルギー貯蔵の新技術 の全般

    を対象 としている17」

上の文章から分かるように、サ ンシャイン計画の特徴は本論文で取 り上げて いる太 陽電池 に

限 らずよ り広 い新エネルギー技術 を対象 に策定 された計画であった。

(1)サ ンシャイン計画の中の太陽電池の位置づけ

 サ ンシャイン計画は太陽電池に限 らず、広 い意味での再生可能エネルギー を対象としてい

た。例えば、南太平洋に巨大な筏(1k㎡ の筏48個 を一組 とする)を 浮かべて、太陽エネ

ルギーを利用 して水素を生産す るという、ポルシェ計画という計画 も存在 した18。

16通商産業省編,1973,『日本のエネルギー問題』,通商産業調査会,83-89p
17サ ンシャイン計画推進本部,1975,エネルギー 『問題と 「サンシャイン計画」』,7p
ユ8この計画は国会請願も行われるほど、実現への動きがあった。しかし、巨額の費用がかかることと、筏
で生産する水素と筏の運転に要するエネルギーを比較すると、収支バランスが必ずしもプラスにならない
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 このような幅広い取 り組みの中で、当初、太陽電池は中心的な存在ではなかった。太陽エ

ネルギー利用 という観点ではむしろ、太陽熱 の方に期待が集 まっていた。 しかし80年 代 前

半か らは急速 に太 陽光発電(太 陽電池および太陽光発電 システム)に 技術 開発のターゲ ッ ト

が移 された。 これ は、「太陽熱発電は実験 プラン トの建設 ・試験 を終えた後、成果 を収めつ

つ も日本ではコス ト的に採算がとれぬ ことが判明し、基礎研究段階に戻す と同時に、熱発電

に適 した種類の 日射をもつ海外での可能性を模索 してい くこととなった19上ためである。以

後、太 陽電池が太 陽エネルギー技術開発の中心となった。

 サ ンシャイン計画全体で見たときには、80年 か ら93年 のニ ューサンシャイン計画が始 ま

るまで予算規模が最大であったのは意外 にも石炭液化 ・ガス化であった。これはサ ンシャイ

ン計画の予算が大きくなっていくなかで、80年 か ら予算が原重油関税、石油税、電源開発

促進税 を原資 とする特別会計に依存 してい くために石炭 関係の特別会計を利用する理 由づ

くりという面があったためである20。そのような背景がある石炭関係を除けば、 「風力 ・海

洋 ・バイオマス」、「水素エネルギー」、「地熱エネルギー」、「基盤技術 ・そ の他」、「国際協 力」

というサ ンシャイン計画の予算項 目の中で 「太陽エネルギー」はほぼ一貫 して100億 円弱

前後の最大の予算額を獲i得してきた。

図表11 サンシャイ ン計画予算 のうち各技術テーマ別予算

注1) 島本実,1999,『ナショナルプロジェクトの制度設計一サンシャイン計画と太陽光発電産業の生成

   一』,23p,図0・5より
注2) 数値は実測値

という試算が出たことによって、自然消滅した。サンシャイン計画10周 年記念事業推進懇話会,1984,『サ

ンシャイン計画10年 の歩み』22p
19島本実,1999,『ナショナルプロジェクトの制度設計ーサンシャイン計画と太陽光発電産業の生成
一』

,129P
20島本実,1999,『ナショナルプロジェクトの制度設計一サンシャイン計画と太陽光発電産業の生成
‐d 

,23-24p,106-107p
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図表12 日本の太陽電池政策の略歴

注1)榊 原清則 ・松本陽一(2009)『 ケース:太 陽光発電』を筆者が加筆修正
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2.3.2太 陽電池の補助金制度

  未だに太 陽電池は既存の電力(石 油、石炭、原子力な ど)に 比べて割高であ り、普及は

各国政府の助成金によって成 り立 っている。

 補助金制度は各国によって異なっている。この補助金制度の違いによって設置事業者 の収

益性が大きく変化す るために、補助金制度の内容は普及のス ピー ドと規模に大きな影響 を与

える。日本が1990年 代後半か ら2003年 まで単年の導入量で世界第一位であったの も、2004

年か らドイツが 日本 を逆転 したのも補助金制度 に因るところが大 きい。

 以下、日本の補助金制度 と、現在欧州 をはじめとする各国で運用されている制度のモデル

ケース になった ドイツの制度 を紹介する。

(1) 日本の補助金制度

 日本 の場合、1974年 にスター トした代替エネルギー技術を支援す る産業政策である、サ

ンシャイ ン計画の延長線上で、太 陽電池技術の普及に向けて補助金制度が整備 されてきた。

1992年 には公共施設 に太 陽光発電 を設置する場合に、その総投資額の3分 の2を 国が負担

す るフィール ドテス ト事業がNEDOに よって開始された。1994年 には個人住宅を対象 と

して新エネルギー財団(NEF)が 住宅用太陽光発電 システムの設置 に際 して、設備 費用 の

およそ2分 の1を 補助する 「住宅用太陽光発電 システムモニター事業」がスター トした。

1997年 度か らは、補助金総額を大幅 に増額 した住宅用太陽光発電導入基盤整 備事業が始ま

った。

 上で紹介 した 日本 の補助金制度 の中心は、導入費用 に対 してその費用の一部を補助す ると

いうタイプの補助金であった。しか し、ドイツを中心 とした欧州においてフィー ド・イ ン ・

タ リフ21の活用 による市場の拡大を受け、2009年11月 か ら余剰電 力の買取制度をスター ト

させた。余剰電力買取制度とは、フィー ド・イ ン ・タ リフでは太陽電池で発電 した電 力の全

てを電力会社が購入するが、余剰電力買取制度では太陽電池を設置 した施設内で使用す る電

力(自 家消費)が 余 った場合、その電力を電力会社が買い取 る制度である。また、余剰電力

買取制度は自家消費を前提 とするために、大型の太陽発電所 には適用 されない。

21Feed-in Tariffs(コFIT).太 陽光発電の導入支援策。太陽光発電を含む自然エネルギーを利用して発電し

た電力を、ー一般的な電力より高い価格で買い取る制度のこと。「固定価格買取制度」などと訳される。
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(2) ドイツの補助金制度(フ ィー ド ・イ ン ・タ リフ)

ドイツが導入 し太 陽電池の市場拡大に大 きな成果をあげた政策に、フィー ド・イン ・タリ

フがある。この制度は、事業所や家庭が太 陽電池を含む自然工ネルギーで発電 した電力 を市

場価格 よ り高い価格で電力会社が買い取 ることを義務づけた制度である。 ドイツの場合、1

キ ロワッ トあた りの電力料金が0.18ユ ー ロであるのに対 して、太陽光発電 の買い取 り価格

は0.38～0.54ユ ーロとな って いる。買い取 り価格 は毎年約5%ず つ引き下げ られるものの、

買い取 り自体は20年 間保証される。フィー ド ・イ ン ・タ リフは2000年4月 に導入 され 、

その後2004年8月 に改正法が施行 された再生可能エネルギー法(EEG)に よ り、電気 の

買い取 り価格が変更されて、現在 に至っている。

 買い取 り価格 はエネルギー源 ごと、システムの規模 ごとに異なる。また、将来のコス ト低

下 を見込んで システムの設置年 によって も変わ り、早 く設置 した設備ほど高額で電力 を販売

できる。この法律は2004年 に改正され、電 力の買い取 り価格が引き上げ られた。それ によ

って太 陽光発電 の需要は爆発的に増加 した。フィー ド・イ ン ・タリフでは ランニングコス ト

が補助対象になるので、太陽電池 を導入 した場合の5年 後、10年後の利回 りが計算できる22。

この点に投資 ファン ドが着 目し、太陽光発電はファン ドの世界的ターゲッ トになった。

図表13 日本 と ドイツの制度比較

      日本(前期)    目本(後期)  }ドイツ     l
                             i

開塒 期 1994-20・5  2・・9- i注)2。。4年轟 撫 更によりl

                             l現在の価格に         、

                   器を購入する際の設置i         l

内容 音購 入する囎 用の一価格糊  藷 寧書畿 した電力

                  余剰電力を高く買い取る            i

                   器補助     }

価格欝 ㌶ 灘 輪 灘 ∵
                  10年 間固定価格

注1)櫻 井啓一郎,2009,『 波に乗れ にっぽんの太陽電池』日刊工業新聞社を参考に筆者作成

ドイ ツで導 入 され た フィー ド ・イ ン ・タ リフはスペ イ ン、イ タ リア、フラ ンス な どヨー ロ ッ

パ を 中心 に世界 に広 が って いる。 しか し、フィー ド ・イ ン ・タ リフ も万能 な制 度で あ るわ け

で はな く、買 い取 り価格 を上 げれ ば市 場 は拡大 す るが 、買 い取 り価格 を上 げた 国 の財 政 を圧

22 『日経 ビジネス』,2008.2.18.
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迫す る恐れ もある。そのような恐れが現実化 した例 として、スペイ ンの事例がある。高 い買

取制度によって2008年 に導入量が2.6ギ ガワッ ト超 とな り、にわかに世界最大の市場規模

にな ったスペイ ンは、市場の過熱化 による財政の圧迫を抑えるために2009年 度か らは買い

取 り価格 を最大で35%減 らす と発表 した。
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図表14 各国の太陽電池普及振興政策一覧

  獣 灘囎,τ 鰍!⑳ 《lliiコ纏 織蕪 轡 轡 耳lli響i…iii鰹蕪豪耀コil強鱒1瀧li驚 識{濃 欝 墾熱iil
  翻簿燦瀦 ㍉無 中小企業    一     一    優遇     一   投資税額控 所得税控除  磯魁呂麗 讐 優遇控除他                           除

  癬 瓢1丁7拶 ジ 欝 謙 齢・_遍 彫慮 熱ii;ili冠爆il卵誌'鰺 ・縷 〕コ;〆…1{窪灘 騨1難lllコ:蕪磯 証}獄1簸 譲寿撫 ぐ〔

  驚蕪 〆 爵 有  有 一  有 ・ ー 翻 ごと) 有

  菱麟 簸 騨 焦 ㌶ 紬塔 雑 飼ilご 金轟 ∫㌔醸ii塗罎iiiii㌶＼ 奪 慧難ii鑓 慧i,i簾環iiiii鈴lliliこ`_.=  .1講灘驚ii溝i

  演;郡戴 禦無 絡   48円    Oす33-0善3ε 0、32・0、34£ 0,32・(矯麗  O,35き一〇、毒8ε  0.32$   716ウ ォン  
(茸輪 あ祉纏ll      (55-55.5円) {42,5円〉  (41円 〉  〈63.7-70円) (30.4円 〉  (57円)

  蟹い駁り年数 こ1,1薫麟1喉;i簸iiii灘 購lil＼ 漁 鰍 総i弥騨 麹 傘 讐 髭コ礁 釦 無 、凝i隠譲 錨 難;コ蒸}1憲 唯 蝶iiiiii滲

  幣 ・一 謡 華取制度蕪 懸 薩 濃 姦 灘 雛 灘 鰭 崖 望享 イー鍛灘鍮
                融資制度や 物に対して ⑳補助金制 による買取 ル敢策で今 定
                嬢による支 の設置を義 度もー都あ 舗度に移行 後は導入量
  紹鐘 学 ∵㌔…       援策もある 務付け  る     予定    増が見込ま
                                         れ る

注1)サ ンテック社講演資料2010.11、EPIA GIobal Market Outlook For Photovoltaics Untill 2014を 参考に筆者作成

注2)2009年 の数字。括弧内は2008年

注3)RPSと は電気事業者に毎年度、その販売電力量に応じて一定割合以上の新エネルギー等か ら発電される電気の利用を義務付け、新エネルギーの普及を図る

  もの

注4)1ｬ=125円 、1$=95円 、1ウ ォン=0.08円 で換算
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2.4.主 要太 陽電池 メーカー

2.4.1.日 本 メーカー

日本には太陽電池 に関 して研究 開発の蓄積が ある有力な企業が多い。 シャープ、京セ ラ、

三菱 、パナソニック(三 洋)な どである。

(1)シ ヤープ

 シャープは この分野を代表する リーディングカ ンパニーで あり、2000年 か ら2006年 ま

で太 陽電池の生産量世界第1位 を占めていた。同社は1959年 に太陽電池の開発に着手 して

お り、開発の歴史は古い。

(2)京 セラ

 京セラはパネル表面 に微細な凹凸をつ くり、太陽光の反射を少な くして発電効率 を高め

る、ディー ブルー(d.Blue)と 呼ぶ独 自のセルを開発 している。現在 日本市場にお いて シ

ャー プに次 ぐ2位 であり、過去 にお いてはシャープよ りもシェアの高い時期 もあった。

(3)パ ナソニック(三 洋電機)

 三洋電機 も有力メーカーのなかの1社 である。サ ンヨーの太陽電池 は単結晶シリコンと

薄膜系とを組み合わせた独特の構造になっている(HIT太 陽電池)。 量産製品の変換効率 の

最高値は19.7%と 非常 に高い。

(4)三 菱電機

 三菱電機はパ ワーコンデ ィショナーの高い技術力をもち、同社のパ ワーコンディシ ョナ

ーは97 .5%と いう業界最高の変換効率 を誇 っている(2008年9月)。
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2.4.2.海 外メーカー

(1)Qセ ルズ

2007年 にシャープか ら世界第1位 の座 を奪ったのが ドイツのQセ ルズ(Q‐Cells)で ある。

結晶 シリコン太陽電池 のセル特化型メーカーである。

(2)フ ァース ト ・ソー ラー

Qセ ルズに代わって2009年 に世界シェア首位に躍 り出たと見 られているのがアメ リカ のフ

ァース ト ・ソーラー(First Solar)で ある同社 はCdTe型 の太陽電池 を生産 し、低 コス ト

を武器 に急激 にシェアを高めてきた。太陽電池 を製造するだけでな く、太 陽光発電 システ

ム全体 を構築する ビジネスへと ドメインを下流方向に拡げつつある。

(3)サ ンテック ・パワー

 中国にも注 目すべ き有力企業が誕生 している。例えば、サ ンテ ック・パ ワ山(Suntech Power)

社である。サ ンテ ックはシリコン太陽電池モジュールを販売 してお り、2006年 か ら2009

年まで生産量シェアで上位3位 以内に入 っている。
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第3章 これまで主張されてきた要因の検討

【本章の内容 と主張】

3.1.フ ィー ド ・イン ・タリフが 日本企業の競争優位性の低下の原因か?

 日本企業 の競争優位性の低下 の理由として、一番単純な説明 として挙げ られるのが 「ド

イツの有効な補助金制度であるフィー ド・イ ン ・タリフのために国 としても企業 と して も

日本は負けた」 というものだろう。つ ま り、 フィー ド ・イン ・タリフはエネルギー政策 ・

環境政策であるだけでなく、有効な産業政策で もあるということだ。

 ドイツのフィー ド ・イン ・タリフが技術的に先行 している日本企業の競争優位を揺 るが

したとしている議論 として、例えば東京大学の丸川知雄は論文 の中で下のよ うに書いてい

る。

     「Q.Cellsや 尚徳電 力(サ ンテ ック)は(中 略)ド イツでの優遇政策が

    導入されて強烈な追い風が吹いてきたのに乗って立ち上がったのにすぎ

    な い。既存 の日本 メーカーにはない技術 を引っさげて登場 した というの

    ではなく、技術面では 日本勢の後追いをしているのが現状である」23

また、上記 のような認識か らフィー ド・イン ・タ リフの産業政策 としての側面が2009年 の

日本版FIT(余 剰電力買取制度)の 導入につながった。そのような認識が伺 える資料 として

例 えば、下記のよ うな記事がある。

     「経済産業省 は 「太 陽光発電は 日本のエネルギー政策 のみな らず産業

    政策の観点か ら見て も極めて重要」(同 省幹部)と の認識を強めている。

    今回の日本版FIT構 想の背景 には、国内設置量を増やすと同時に、 日本

    の太 陽電池産業 に量産効果 の機会 を与える ことによって競争力を高める

23丸川知雄,『太陽電池産業の現状と尚徳電力(サ ンテック)の 日本進出』東京大学
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    狙 いが ある」24

     「「グ リーン ・ニューディール」をビジネスに転換す るためにはFITを

    今す ぐにで も導入する ことが重要で、それが 日本の新 エネルギー産業の

    育成を決定付けることになるだろう」25

 以上のよ うな議論 を踏 まえて、産業政策 としてのフィー ド ・イ ン ・タリフが 日本企 業の

競争優位性の低下の原因 と言えるか どうか検証 したい。まず、 フィー ド・イ ン ・タ リフは

それ まで世界最大の市場で あった 日本 を優に超える市場 を短期間で作 った ことを見て いく。

次 に、フィー ド・イン ・タ リフを導入 した国々 にとって、太 陽電池市場の拡大が新エネル

ギー比率の上昇 というエネルギー政策、環境政策 とい う観点だ けでな く、産業政策 として

どの程度成果があったのかについてメーカー別の生産量 ランキ ングに基づいて分析す る。

そ こか ら、モジュールメーカーの限 りで言 うと、市場の拡大が必ず しもそ の国の太陽電池

メーカーの成長 に直結 しているとは言えないという事 を見ていく。

24週刊東洋経済,2009.3.21,『「壊滅」ニッポン電機太陽電池へ急速シフト』54p
25週刊東洋経済,2009.3.21,『欧州が誇る 「発明」フィー ドインタリフ』58p
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 まず、フィー ド ・イ ン ・タ リフを導入 した国々にとって フィー ド ・イ ン ・タ リフとい う

政策が、 どの程度のイ ンパク トがあったのだろうか。1995年 か ら2008年 までの国別 の太

陽電池導入量の推移 を見みると、1995年 か ら2003年 まで 日本は太陽光発電の単年の導入

量で世界第1位 だった。累積の導入量でもそれまで第一位であったアメ リカを1997年 に抜

いて世界第1位 にな っていた。ところが2004年 以降、 ドイツが急激 に導入量を伸ば し、 日

本を逆転 した。

 ドイ ツ市場の急速な拡大は、ドイツが最初 に導入 した補助金制度であるフィー ド・イ ン ・

タリフが理由である。2000年 に ドイツで初めて導入され、2004年 に電力の買い取 り価格 の

変更で本格導入 されたフィー ド ・イ ン ・タ リフの影響で、大幅に市場が拡大 した。 また、

ドイツに倣って フィー ド・イ ン ・タリフを導入 した国(あ るいは一部 の州な どの地域)も

同様 に拡大 した。特に、スペイ ンは他の国よ りも高い買取価格 を設定 したために、約一年

で世界最大市場 に躍 り出た。 この ことか らも、 フィー ド ・イ ン ・タリフは国の太陽電池導

入量を拡大す るという意味で とて も大きな効果をあげた ことが分か る。

図表15 国別 の太陽電池導入量の推移

 3040
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                                   -儒脚ースペイン
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o      ∴_
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注1)榊 原清則 ・松本陽一(2009)『 ケース:太 陽光発電』より

 図 表15と 図表16を 見 る と、 フィー ド ・イ ン ・タ リフ によ る ドイ ツを は じめ とす る国 々

の市 場拡 大 と連 動 す るか た ちで 日本企 業 は シェ ア を落 として い る。 この単 純 な相 関 を だ け

を見 る と、確 か に、 日本企 業 の競 争優位 性 の低下 は ドイ ツの フ ィー ド ・イ ン ・タ リフ が原

因の よ う に思 え る。 しか し、 問わ れ るべ き は 「なぜ フィー ド ・イ ン ・タ リフに よ る ドイ ツ

をは じめ とす る世 界 の太 陽電池 市 場 の拡 大 に対 して 、 日本企 業 がそ の 技術 的 な優位 性 や 生
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産 量 の蓄積 を活 か して 競争 優位 性 を維持 で きなか った のか 」 とい う点 で あろ う。

図表16 メーカ ー別(国)生 産 量上 位5社 推 移

注1)松 本陽一 ・榊原清則(2009)を 参考に筆者加筆修正。データの出所はrPV News」

注2)括 弧内の実数は各社の生産量(メ ガワット)で ある

注3)ス ペースの都合上、社名を省略しているものがある。サ ンテックはサンテック ・パワー、インリー

はインリー ・グリーン ・エナジー、ファース トソーはファース ト・ソーラーのこと。網掛けは日本企業を

示 している

注4)単 色の色が付いているのが日本企業、白はフィー ド・イン ・タリフ導入国企業、グラデーションが

入った色が付いているのがフィー ド・イン ・タリフ非導入国(一 部地域のみ導入している国もこちらに含

む)
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3.1.2フ ィー ド ・イ ン ・タ リフの産業政策 としての効果

 フィー ド ・イ ン ・タ リフは各国で新エネルギーの導入 に大きな役割を果た した とい う意

味において、エネルギー政策 あるいは環境政策 として ぱ成果 をあげた と言えるだろ う。 し

か し図表16を 見て も分かるように、メーカー別生産量 ランキ ングではフィー ド・イ ン ・タ

リフを導入した国の企業でランクインしているのは、 ドイ ツのQセ ルズのみである。そ し

て 日本企業の代わ りに台頭 してきているのは、中国や アメリカな どの母国市場の市場規模

が相対的に 日本や ドイツに比べて大 きくない国の企業で ある ことが分かる。つまり、 この

図表か ら分かる ことは、フィー ド ・イ ン ・タ リフは必ず しも産業政策 として導入国企業 に

特権的な利益 を与 えたとは言えないということだ26。

 実際、 日本企業 も ドイツの市場で 日本企業 の商品が売れなかった訳ではない。2004年 か

ら日本企業はkWベ ースで海外出荷が国内出荷よ りも多 くな り、2005年 は国内出荷 の1.8

倍、2006年 は2.2倍 、2007年 は3.3倍 、2008年3.7倍 、2009年 は1.6倍 と一貫 して国内

よりも海外に依存 してきた27。薄膜太陽電池 の研究か ら事業化 まで20年 以上の経験を有す

る技術者である、泉名政信は以下のように語 っている。

     �.方 募だ穂拗 でなか つた訳 でなな の。鎌 砂 だなθ本礫 な「モジ

    ューノ〃を痔 っτ庁 っ、を6笏 力たIわノプだ〉から。 ちやん とインズ/・一ラーが

    のτ,デ ンベロソパ ーが のτ 鎌 吻 だな寿 っτ〃⊃ぐだけ で勲 る雌期

    があ ったノ28

また、2008年2月 の 日経 ビジネスで、当時三洋電機i事業企画部長の木山精一は以下のよう

に取材に答えている。

    「ドイツな ら1ワ ット当た り3ユ ー ロ(約467円)で モジュールが売れ

    るのに対 し、国内では300円 ～350円 にしかな らない」29

ただ、 ドイツの買い取 り価格が 日本よ りも大幅に高かったのはフィー ド・イ ン ・タ リフが

導入 されて数年間で、徐々に買い取 り価格 は引き下げ られている。

26米VLSI Research Inc.の調査によると2008年 の世界市場での太陽電池セル製造装置売上高上位10社

の中に6社 ドイツ企業が入っているなど、一部の分野では確かにドイツ企業が大きな役割を果たしている。

ただ、太陽電池業界全体をみて、ドイツ企業やスペイン企業などが突出した影響力を持っているとはいえ

ない。
27太 陽光発電協会(JPEA)の 且Pの 統計資料より 2010年12月26日 閲覧

28泉名政信氏 筆i者インタビュー 2010年12月16日

29日経ビジネス,2008.2.18『国内主導の成長を目指せ,54p
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3.2.太 陽電池市場 にお ける競争要因分析

 日本企業が競争優位性を低下 させてきた理 由として論文やマスメディアで議論 されて き

た主なポイ ン トは以下の3つ である。① シリコン需要の逼迫によるシ リコン価格の上昇②

太 陽電池市場の拡大にともなって参入 してきた、新興企業 による価格競争③ 新 しく市場 に

参入 してきた新興企業の新 しいビジネスモデル、である。

 以上のポイン トを多少ス トーリーめかして時系列的に並べると、次のようにな る。2000

年代前半まで太陽電池市場で国の導入量 として も企業のシェアとしても日本は世界 に冠た

る地位を保ってきた。 しかし、2004年 に ドイツが フィー ド・イ ン ・タリフを本格導入 した

ことによって、 ドイツの太陽電池市場が急速 に拡大 した。 日本が2005年 にそれまでの補助

金制度を打ち切った こともあり、約1年 間で 日本は国としての導入量で抜かれて しまった。

急速な ドイツ市場の拡大を 日本企業は予測で きず、特 にシャープを中心にシリコンの調達

に失敗 し、需要が旺盛であった にもかかわ らず生産量 を拡大できなかった。シ リコン需要

が安定 して くると、次は太 陽電池市場の拡大 を受 けて大量 に参入 してきた新興企業 との競

争に巻き込まれ苦戦す ることになる。特 に、価格競争力のある新興国企業や、バ リューチ

ェーン上の付加価値の高い分野 に特化 した企業(例 えば、Qセ ルズや生産設備企業)な ど

は新 しいビジネスモデルで参入 してきてお り、脅威になっている。

 以下、上記のス トー リーを踏 まえなが ら、それぞれのポイン トに対 して個別的 に検証 し

ていく。
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3.2.1シ リコン需要の逼迫

 日本企業、特 にシャープが、 フィー ド・イ ン ・タリフの導入によ りドイツ市場が急拡大

した時にその勢 いに乗れなかった1つ の理由として挙げ られてきたのが、シリコン需要 の

逼迫 によるシリコン調達の失敗である。例えば、下記のよ うに報道されてきた。

     「日本勢の失速の理 由は、海外勢の台頭だけではな く、 自滅 もある。

    まず、原料であるシリコンの調達失敗である。太陽電池 の需要急減 と半

    導体需要が重な り、シリコンメーカーへの前払い金支払いや長期契約が

    常態化 した。 日本メーカーは これに躊躇 しているうちに、シ リコンのス

    ポッ ト価格は急騰 し、手が出せな くなった」30

    「(海外の新興企業は)06年 に原材料のシ リコン不足が顕在化 し始めると、

    す ぐさま有力シ リコン業者 と長期契約を結んで大量の原材料を押 さえる

    な ど、進行専業企業の強みである機動力を発揮 した。(中 略)原 材料争奪

    戦で後手 に回り、04年 当時5割 あった日本企業の占有率は、わずか3年

    で2割 台 まで落ち込んだ」31

 シ リコン需要の逼迫が どのように 日本企業 を苦 しめたのだろうか。2004年 以降に太陽電

池市場が急拡大 した ことにともなって、新興企業が続々と参入 した。ただで さえ、シリコ

ンは電子機i器な どで大量に消費されているために、市場は逼迫 した2006年 には太陽電池向

け多結晶シリコンの大 口取 引価格は1キ ロあた り50～55ド ル程度だった。それが2008年

には65～70ド ル程度 まで上昇 した。

 シ リコン需要の逼迫で特 に大きな打撃 を受 けたのは、シャープだ った。シャープは2006

年におよそ435メ ガワッ トの太陽電池を生産 したが、翌年の2007年 は362メ ガワッ トと

前年比でおよそ2割 の生産減少 となった。太陽電池市場が急拡大 を続 けているのにもかか

わ らず、である。この生産減少 の理 由は、シ リコン需要の逼迫のためにシリコンを調達で

きなかった ことにある。シ リコンの調達 に失敗 して しまったために、太陽電池に対す る需

要が あり、かつ年産710メ ガワッ トという世界最大の太陽電池生産能力があるにも関わ ら

ず、太陽電池を生産する ことができなかったのだ。

 この、シ リコン需要の逼迫 をうまく乗 り切ったのがQセ ルズであった。Qセ ルズはシリ

コンの塊 を外部か ら調達 しているものの、シリコンのサ プライヤー と長期調達契約 を結ぶ

ことで、シリコンの安定的な調達に成功 したのだ。このシリコンの調達の成功 も手伝 って、

Qセ ルズは2008年 にそれまで生産量世界第一位であったシャープを抜いて世界第一になっ

30週 刊ダイヤモンド,2008.3.22,『太陽光発電で日本勢失速を招いた場当たり的新エネルギー政策の愚』,97p
31週 刊東洋経済,2009.3.21,「壊滅」ニッポン電機太陽電池へ急速シフト,53p
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た。ただ、 このような シリコンメーカー との長期調達契約は、タイ ミングは違 うが、サ ン

テ ック ・パ ワーや京セ ラも行っていた。

3.2.2日 本 メーカー と海外 メーカーの価格比較

 シリコンの供給が安定 してきて も、 日本企業のシェアが回復しないのは海外 の新興企業

に価格競争力で敵わないためだと言われている。例えば、東京大学の富田ら(2010)に よる『ド

イツにみ る産業政策 と太陽光発電産業の興隆:欧 州産業政策 と国家特殊優位 』では以下の

ように書かれている。

    「日本企業の太陽電池がいくら変換効率の高さや長期出力保証で優れて

    いた として も(中 略)結 局のところ低価格の太陽電池が競争力を発揮 し

    やす くなる。 日本企業が欧州市場で苦 しむ理由は ここにある上32

32富 田純一 ・立本博文 ・新宅純二郎 ・小川紘一,2010,『ドイツにみる産業政策と太陽光発電産業の興隆:
欧州産業政策と国家特殊優位』,22p
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(1)国 内価格

 現在の太陽電池の国内価格は、各社カタログ情報 を総合す ると、 日本メーカーのモ ジュ

ールは中国のサ ンテック、あるいは米国サ ンパワーか らモジュールの供給 を受 けて いる東

芝 の製品に比べて も決 して高くないことが分かる(図 表17)。 特に、三菱 と京セ ラはサ ンテ

ックと東芝 ・サ ンパワーよ りも安 いことが分かる。

 太陽電池システムとしての販売価格 はほぼどこも販売単価は1キ ロワット60万 円台で

ある33。

図表17各 社技術選択別Wあ た り単価最小値(国 内価格)

 

 

 

 

 

 
注1)各 社 カタ ログ情 報 よ り筆 者作 成

33日本経済新聞,2010.05.07朝 刊,「太陽電池事業ー-日 本勢、課題は収益力、世界首位の米社に見劣 り」,9p
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 ただ、 これは恐 らくメーカーのカタログ価格であ り、設置業者か らのイ ンタビューによ

ると実勢価格 は安い業者ではキ ロワッ ト50万 円程度である場合 もあるようだ。これは、販

売現場においてカタログ価格よ りも割 引す る販売手法が定着 しているか らだと思われ る。

 実際の契約書か ら計算す ると、カタログで公示されて いる価格の6割 か ら9割 位の価格

で販売 されているようだ。

図表18 公示価格 と実勢価格の違 い

           実勢価格/公示価格   収集 した契約書数

シヤープ     66%～92%      n=13

SANYO       161%^-80%        In=3

京セ ラ      80%         n=1

三菱       77%         n=1

注1)実 際太陽電池を取り付けた設置者から契約書を収集し作成した。

注2)公 示価格=カ タログ製品価格×契約書と同数の個数+契 約書に記載されているのと同額の工事価格

   で計算している。なお、契約書に付属機器小計のみ記載の場合はインバーターのみの価格で計算。

図表19 公示価格 の計算例

注1)実 際に太陽電池を取り付けた設置者から契約書を収集し作成した。

注2)公 示価格=カ タログ製品価格×契約書と同数の個数+契 約書に記載されているのと同額の工事価格

   で計算している。なお、契約書に付属機器小計のみ記載の場合はインバーターのみの価格で計算。

注3)実 勢価格は設置者の持つ契約書に記載されている価格
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(2)海 外 の価格

現在 の海外市場の販売価格 は、 日本 のよ うにカタログ資料などが無いために公表資料か ら

は知 ることができない。ただ、イ ンタビューか らの情報ではメガソー ラーなどでは1キ ロ

ワッ トあた り30万 円を切 るレベルで販売されているよ うだ34。 日本市場に比べて安価な商

品が多いのは、中国をはじめとする新興 国の企業がそ の安い労働力を活か して次々と海外

市場 に参入 して いるためであると言われて いる35。

 欧州で実績のある 日系システムインテグレーターの担当者はモジュールの選定について

下のように述べている。

     ん9本 の もの ピモジュ ーノ〃ク な蕩 かった ので便 っτのなか った。

    ㌍飼 のbの ぽ房獅 ∫■が っτのる36」

このように、欧州の太 陽電池市場では価格下落が進んでお り、少なくとも大規模発電所用

途の市場に関 しては、 日本 メーカーは価格競争力の違 いのために劣勢にあるよ うだ。

34国際環境ソリューションズ社に対して松本陽一が行ったインタビューログ、2010年5月21日
35日 本市場がなぜ海外市場ほど価格競争に陥っていないのかは後述する

36国際環境ソリューションズ社に対して松本陽一が行ったインタビューログ、2010年5月21日
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3.2.3.フ ァース ト・ソー ラー による新 しい技術 とビジネスモデルによる価格優位性

 ファース ト・ソ-ラ 山(First Soリar)社 は、独 自の技術 とビジネスモデルによって コス

ト優位性 を築いてお り、他 の結晶系太陽電池メーカー とは同列に扱 うことはできない。 同

社は1999年 に設立され、2006年 にはNASDAQに 上場 した。 ファース ト ・ソー ラー社の

競争優位性は、そのコス ト競争力にある。2009年2月 には太 陽電池モジュールの製造 コス

トを1Wあ た り0.98ド ルまで低減 した と発表 している。報道によると、 ファース ト ・ソー

ラーの太陽電池 を使い2009年 に ドイツで建設 した出力5万 キロワッ ト超の太陽光発電所の

販売価格は太陽発電書の1キ ロワッ トあた り36万 円で、太陽電池の製造原価 を1キ ロワ

ッ トあた り10万 円強 としている37。この数字か ら、販売価格が生産 コス トの4倍 と考 えて

も約4ド ルであり、図表l7の 結晶系メーカー各社のWあ た り単価(600円 ～720円)よ り

も大幅に安い数字である。

 同社の製品は化合物系のCdTe型 の製品である。 CdTe太 陽電池は過去 に日本企業 も研究

開発 をお こなっていたが、カ ドミウムを含む ことか ら環境への悪影響 を考慮 して開発 を止

めた経緯がある。 しか し、ファース ト ・ソーラーは独 自のビジネスモデルを展開す る こと

で、環境的な懸念を緩和 している。同社では使用済みのCdTe太 陽電池の回収 とリサイ クル

まで含むサー ビスを提供 している。 これは 「pay as you go」 という仕組みで、同社 のモ ジ

ュール販売時に、顧客か らリサイ クル処理費用 に見合 った金額 を受け取 りフ ァン ドとして

積 み立てている。 このファン ドは使用 目的を特定 した特定投資 口座 として保険会社が管理

してお り、ファース ト ・ソーラーの経営状況 とは無関係 に運用される38。

 以上のような独 自の技術 とビジネスモデルを武器 に、ファース ト ・ソー ラーは急速 に成

長 し、2009年 には ドイツのQセ ルズを抜いて世界第一位の生産量 を誇 るメーカー となった。

3.2。4.企業 ドメイ ンの違い

 日本の太陽電池企業は、海外 と比べて総合電機メーカーな どの多角化企業が多 く、バ リュ

ーチェー ンも日本企業の問で似通っている ことが多い(図表20) 。一方、海外企業は相対的

に、専業メーカーが多 く、 また独 自の ドメイ ンを持 った経営 をしていることが多い。 この

ような企業 ドメイ ンの違 いが 日本企業にとって不利 になって いるという意見がある。以下、

専業企業 と特化型の企業 に分 けて、 これまでの報道 されてきた主張を紹介する。

37日本経済新聞,2010.05-07朝 刊,「太陽電池事業一一日本勢、課題は収益力、世界首位の米社に見劣り」
9p
38櫛屋勝巳,2010,『CIS系 を中心とした薄膜太陽電池』,139p
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図表20 太 陽電 池 産業 にお ける各社 の事業 領域

製は品モ 造ウ  売基  ンソ  ロロモ  ハゴ原 販イ自   造太
品P'ジ 販工   板  スユエ  'ジ料  iツ 料  売ン社   販陽
をVシ ユ 売ハ    を  テiハ  シユを  をトを  ゴ原   売電
販シスl l 購 ムル1ス1購 製'購 ツ料 池
売ステル  を   入  をあを テル入 造及入   トを    用

 テムを  購   し  製る購 ムあし 販びし  &利    シ
 ムを購  入    ' 造い入 まる' 売/'  ウ用    リ
 を販入   し   セ  販はし でいウ  まシ  エし    コ
 組売し   '   ル  売P' 一はエ  たリ  ハ'   ン
 み"  セ  を  Vセ 貫Pハ  はコ  iシ  原 

込あP  ル   製   製ル 生vl  ウン  をリ   料
 んるVを 造 品-産 製か エイ 製コ を
 だい製 製 販'モ ら ン 造ン 製
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注1) 資源総合システム,2010,『太陽尤完電ビジネスー大競争時代を乗り越えろー』日刊工業新聞社を

    筆者加筆修正
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(1) 専業メーカー

 専業メーカーが多 くの有力 日本メーカーのような多角化企業 に比べて優位なのか とい う

点に関 して、サ ンテ ック社社長の施正栄CEOは 以下のようにイ ンタビュー に答えてい る。

    「わが社は研究開発か ら生産 ・販売まで、太陽電池のみに事業を集約 し

    た"ピ ュアプレイヤー"。 だか らこそ産業の潮 目を正確 に読み、迅速 に経

    営判断を下す ことができる」39

 また、環境エネルギー政策研究所所長 の飯 田哲也も論文の中で以下 のよ うに述べて いる。

    「日本企業は複数の事業部門を持つ大企業中心だが、海外競合は、太 陽

    光発電専業のベンチャー企業が 中心のため、経営や投資の意思決定が早

    く、規模 も大きい40」

 これまで、総合多角化企業 の優位性の1つ に豊富な資金力があげ られて いたが、太 陽電

池産業においては、逆に専業 メーカーの方が直接投資の資金 を得やす い現状 もあるよ うだ。

     「中国企業 として初めて、2005年 にニ ューヨーク証券取引所に上場 し

    た。サ ンテック ・パワーの上場には、ニューヨーク証券取引所(NYSE)

    が環境 関連企業 を積極的 に掘 り起 こしているという背景がある。電気 自

    動車の新興企業であるテス ラ ・モーターズが話題 を集 めるなど、アメリ

    カでは環境関連企業を魅力的な投資対象 として とりあげる動きがある。

    この動きのもとでは、環境関連 のみに焦点を当てて特化型の事業 を展 開

    する 「ピュアプ レイヤー」は、多方面 に多角化 した企業よ りも、投資家

    にとって魅力のある投資対象 に見 えるよ うである41」

 (2)特 化型企業

 特化型企業 として価格競争力に優れたバ リューチェー ンを構成す るのに大きな役割 を担

ってきたのが、製造装置 に特化 した企業 と、Qセ ルズのようなバ リューチェーンの一部 に

特化 した企業である。

・製造装置企業

 製造装置企業 に関しては、製造装置企業 自体が脅威 というよ りも、製造装置を購入する

39週刊東洋経済,2008.3.22,『アジア新企業の成長力』,62-63p
40飯田哲也,2010,『環境エネルギーイノベーションの必要性』,一橋ビジネスレビュ ー2010SUM.69p
41『 日経ビジネス』,2010.3.1
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ことによって参入障壁が格段に低 くなって しまった ことが問題のよ うだ。

 例 えば、野村讃券金融経済研究所のアナ リス トは下のよ うに述べている。

    「結晶系の太陽電池に関 して言 えば、設備の投資負担が軽いうえ、ずい

    ぶん前か ら専用の製造装置も市販 されている。単に作るという意味では、

    もはや結晶系太陽電池の参入障壁は消えた に等 しい」(野 村謹券金融経済

    研究所アナ リス トの和 田木哲哉氏)42

・バ リューチェー ンの一一部 に特化 した企業

ここでは、バリューチェーンの一部 に特化 した43企業の例 として、2007年 と2008年 に世界

第一位の太陽電池メーカーであったQセ ルズを取 り上 げる。Qセ ルズの特 に初期のビジネ

スモデルは、セル生産に特化することであった。セル に特化 して いたのは、セルか らモジ

ュール を作る工程は人手 による ところが大きいためだ。そ こで、セルだけ生産 し、労働集

約的な性質の強い工程で あるモジュールの組み立ては中国企業な どに任せるという水平分

業モデルをとっていた。

 このよ うなQセ ルズの取 り組みを紹介 しなが ら、そのような取 り組みが 日本企業の競争

優位性の低下につながることを指摘 している記事 としては、下のようなものがある。

    rQセ ルズのもう一つの特徴は、社名 どお り太 陽電池のセルの生産に特

    化することだ。(中 略)日 本勢はモジュールやシステムまで手掛ける一貫

    生産指向だが、Qセ ルズは多 くのモジュールメーカーにセルを売 りさば

    く。ちょうどイ ンテルがパソコンメーカーにCPU(中 央演算装置)を 売

    りさばくように、だ。水平分業化に乗 り遅れた 日本半導体業界の歴史が

    想起される44」

3.3.3章 まとめ

 3章 では、これ まで記事 ・論文で論 じられてきた、日本企業が競争優位性を低下 させ た要

因について レビュー してきた。その中で、単純に欧州 を中心 として導入 されたフィー ド・

イ ン ・タ リフが 日本企業の競争優位性の低下の直接的原因ではない ことを指摘 した。その

上で、よ り具体 的な要因についてデータに基づいて検 討 した。

42週 間東洋経済,r激変!太 陽電池バトル』,2008.16。23,96p
43現 在はモジュールの生産も行っている

44週 刊東洋経済 『シャープ独走に待った_太 陽電池の新星』,2007.8.25,37p
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第2部 流通構造か らみる 日本市場と欧州市場の ビジネスモデルの違い

【第2部 の内容と主張】

第1章 先行研究

 流通構造に関 しても、先行研究 ・先行的な資料は存在する。そ こで、ここでは先行研究 ・

先行的な資料を紹介 した上で、そ のような先行研究 ・先行資料 とどのような意味で本論文

が独 自であるのか について本論文の結論を先取 りした上で、説明する。

1.1.流 通構造

 太 陽電池産業の流通構造 については、既存 の研究では注 目されてこなかった。しか し、

間接的に流通構造について触れている研 究、あるいはアカデミックな研究ではないものの

流通構造 について書かれ た報告書が存在する。本論文でも、それ らの研究、報告書を参考

に した。そ こで、 ここでそれ らの研究、報告書の内容を紹介 し、その上での本論文の独 自

性 と貢献について述べて いきたい。

1.1.2.成 長事業 としての太陽電池業界

 まず紹介するのが、趙一博 と陳靖如による 『成長事業 としての太陽電池業界』(2009>

で ある。 この研究は、成長著 しい太陽電池業界の現状を踏まえた上で、太陽電池業界 の構

造分析を行って いる。構造分析の視角は、バ リューチェーンの各 レイヤーへ の参入障壁 に

つ いて検討 し、各 レイヤーの将来の収益性 について分析 をしている。そのような分析 をま

とめたのが図○である。分析の結果 として シリコン ・ウエハーやガラス、モノシランガス

な どの上流およびハ ウスメーカーなどの下流のプレイヤーに関 しては寡 占的であ り高 い収

益性が将来にわたって見込めるが、メーカーに関 しては 「政治的につ くられた成長期 を迎
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ええいるかぎ り、太 陽電池 メーカー も十分な利益 を確保できると思われ る。しか しなが ら、

いったん成長期が過 ぎ去 り、成熟期 に到達すると(中 略)成 熟期 には利益ポテ ンシャル の

低い業界になる可能性が高 い」 と分析 している。

本論文の独 自性

  『成長事業 としての太陽電池業界』では、参入障壁の観点か ら各 レイヤー について将来

の収益性について分析を行 って いる。『成長事業 としての太陽電池業界』と本論文 との違い

は、大きく2点 あるだ ろう。第一に、本論文はよ り特定の流通構造の部分(メ ーカーか ら

末端の販売 ・設置業者 まで)に 注 目し、参入障壁についても一部触れ る部分 はあるが、 よ

り各 レイヤー間の関係、つま り、 レイヤーの中でパ ワーがどこに集中 しているのか ・また

そ のパワーの源泉は何か、につ いて分析 して いる。第二 に、『成長事業としての太陽電池業

界 』では太陽電池産業 について技術方式(結 晶型、薄膜)と 性能(高 効率 ・ハイエ ン ド、

通常効率 ・ローエ ン ド)で 分 けて分析を行って いるが、本論文では 日本市場 と欧州市場で

は流通構造が大 きく異なることに着 目し、2つ の市場の違いにつ いて分析 を行 った。

1.1.2太 陽光発電 システム購入プロセス及び流通構造調査報告書

 次 に紹介するのが、太陽電池の普及を 目指す太陽電池利用者 によって設立されたNPOで

ある太陽光発電所ネッ トワーク(PVnet)が 経済産業省 の委託を受け、共同で調査 した 『太

陽光発電 システム購入プロセス及び流通構造調査報告書 』(2005)で ある。この報告書

の 目的は次のよ うなものだ

「太 陽光発電システムの普及 に向けて、既設置者の経験を活か し、未来の設置者 にとって

もよ りよい発電環境 を整えて いくことを、重要な ことだ と捉えて います。そのためには、

既設置者、設置希望者 らの考 え方の全体像を捉 え、同時にPVメ ーカ0、 販売業者、工事関

係者 の実態 に迫 り、関係業界の ビジネス展開の仕方、いわゆる流通構造に踏み込む必 要が

あると考えました」

このような 目的の下、この報告書では、既存設置者への購入動機調査(ど のよ うな経緯 で

なぜ購入 したのか、太陽電池 にどのようなイメージを持 っていたのか、など)と 流通構造

調査 を行 っている。本論文に関係する流通構造 に関しては、 この報告書の最大の貢献 は、

それ まで一般に知 られて こなかった、 日本の太陽電池業界にお ける訪問販売の占める位置

の大 きさを明 らか にした ことである。 この報告書の流通構造部分のまとめで も、以下 のよ

うに書かれている

「既築住宅への設置では、相当の割合を訪問販売、 またはプッシュ型の営業方法 に頼 って

いることが分かった」
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そ の上で、この報告書の中では流通構造 の更なる健全化のために、太陽電池が 「説得 商品」

か ら脱皮す ることが重要であるとの認識 の下、他の業界の流通構造の事例を検 討した上 で

太 陽電池業界の流通構造に対する提案 を行っている。

本論文の独 自性

 当該報告書 を作成 したPVnetぱ 太陽電池の普及を目指すNPOで あ り、当該報告書 も消

費者の立場 に立 って既設置者の購入プロセス と販売 ・設置業者の実態 を調査 した報告書 で

ある。そ のため、本論文のような経営学的関心か ら書かれたものではない。 しかし、 当該

報告書は経済産業省 との共同で調査であるために、通常のイ ンタビュー調査では聞 く こと

が難 しい販売 ・設置業者の実態 について の情報を含んで いる。当該報告書の主要な貢献 は、

それ まで一般的に認知 されていなかった、太 陽電池産業 にお ける販売 ・設置業者 の占める

位置の大きさを明 らかにしたことである。本論文では、当該報告書の販売 ・設置業者 のデ

ータを踏 まえた上で、よ り経営学的な関心か ら他の独 自調査 とともに 日本 の太陽電池 市場

における独 自のビジネスモデルを明らかに している。具体的には、図29のPVnetか ら提

供を受けた、販売 ・設置業者な どのデータを筆者の視点か ら解釈 し、住宅市場が大半の 日

本市場では販売 ・設置業者は相対的に規模が小 さいために太陽電池システムのシステム化

に携わることが難 しく、付加価値 を付 ける ことが難 しい ことを明 らかにしている。
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第2章 日本と欧州の流通構造の違いの概要

【2章の内容】

2.1.大 きく用途が異なる日本 と欧州の太陽電池市場

 日本の太陽電池市場の特徴は、住宅用の小規模な太陽電池が市場の大きな割合を占めて

いることである(図 表21)。 一方で、ドイツは相対的に大規模発電所の割合が高い。そ して、

2006年 、2007年 と急激 に設置容量を拡大 したスペインでは、設置容量のおよそ6割 はメ

ガワッ ト以上の規模をもつ発電所が占めて いる45。

 日本市場 と欧州市場では大きく太陽電池の用途が違 うと言 う ことはつ まり、一 口に太 陽

電池市場 と言 って も、大 きく異な るビジネスがそれぞれの市場で展開されている とい うこ

とだ。

図表21 国内出荷用途別 内訳

注1)太 陽光発電協会HPの データを元に筆者作成2010.12.25閲 覧

注2)縦 軸の単位はkW。 横軸は西暦。

45榊原清則 ・松本陽一,2009,『ケース:太 陽光発電』,18-19p
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図表22 各国市場に占めるメガソーラーの割合

 

 

 

 

 

注1)榊 原清則 ・松本陽一(2009)『 ケース:太 陽光発電』

注2) この図はメガワット以上のメガソーラーの割合を示す図であり、メガワット以下の設備を比べる

    と、 ドイツの設備は相対的に日本の設備よりも大規模である

注3) 日本は2007年 までの設置容量、ドイツとスペインは2008年 までの設置容量
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2.2.日 本 と欧州との流通構造の違 い

 日本 と欧州の用途の違 いによる流通構造の違 いを見るために、太陽電池 の流通構造 にお

ける一般的なバ リューチ ェーンを考 えてみた い。太陽電池は家電製品 と異な り、利用者が

買ってす ぐに使える製品ではな く、 どのよ うに設置するか予め設計をし、業者に設置 して

もらう必要がある。そ のために、一般的なバ リューチェー ンは図表23の ように表す ことが

できる46。

図表23 太陽電池 の流通構造にお ける一般 的なバ リューチェーン 概念図

勉    転     櫨

馨鱒

. 騨
 図22を 、日本市場 とドイツ市場における主要な流通経路にあてはめる。主要な流通経路

のみを表すのは、その市場 における主要な用途が、そ の市場特有のビジネスモデルを形成

して いるという本論文の主張を表現するためである。

46バ リューチェーンのそれぞれのフェイズは必ずしも完全に分業されているとは限らず、垂直統合的な取

り組みをしている会社もある。
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 まず、日本のこれまでの主要な流通経路である訪問販売の流通経路を表すと、図表24の

ように表すことができる。

図表24 日本市場における主要な流通経路

                        
 

 

 苔
 1          販    瓠

                               囲

              冗      )

 主                        嘔 順…量
 体
 )

注1)文 献調査、インタビュー調査などに基づいて、筆者作成
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一方で
、図表23に そって ドイツをはじめ とする欧州市場 の主要な流通経路 を表す と図表25

のようになる。

図表25 欧州市場 における主要な流通経路

掃論}一闇 噛1
注1)文 献調査、インタビュー調査などを元に筆者作成

 以下、それぞれの市場を概観 した上で、各 フェイズ について、 日本 と ドイツのプ レイヤ
ーの役割の違 いについて説明して いく

。
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第3章

【第3章 の内容】

3"1.日 本の流通構造の概観

  日本の流通構造 を概観すると図表26の よ うに表す ことができる。そ の中で も、特 にこ

れ までの日本 の太 陽電池市場 を牽 引してきたのは、既築住宅市場である。既築住宅市場 と

は、既 に建て られた住宅 の屋根 に付加的に載せ る太 陽電池 を売 る市場である。太陽電 池は

設備が複雑で、かつ個々の家によって効果が違 うため に家電量販店な どのプル営業での販

売は難 しい とされてきた。そのた め、既築市場での販売で大きな位置 を占めてきたのはプ

ッシュ型の営業である訪 問販売営業である。実際、2005年 のインタビュー資料で大手 メー

カー担 当者が 「93%が 訪 問販売(kWベ ース)」 と答えている。しかし、既築住宅市場で も、

太陽電池 に対する関心が広がって きている現在は家電量販店や ショッピングセンターのイ

オンな どで も太陽電池を扱 うよ うになってきて いる。 このような販売形態が成功するかは

まだ分か らないが、プル型の販売も広がってきている。

 現在、拡大 しているが新築住宅市場である。新築住宅市場とは、家を新 しく建てる際に、

太陽電池を備 え付けた住宅を販売する市場 のことを指す。1998年 にセキスイハイムが最初

に取 り組んでか ら、ハウス メーカーを中心に拡大 してきた。現在 は、ハ ウスメーカー に限

らず、中小の工務店な どで も取 り扱いが広がってきている。
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図表26 日本市場の代表的な流通経路         '

翠[コ 嘩 コ[甲 シヨツピ跳 汐一[準

[iR] [設置者] [aR] [pR] [垂 司

注1)太 陽光発電所ネ ッ トワーク,2005,『太 陽光発電 システム購入プロセス及び流通構造調

査報告書 』,6p,図3-1-4を 参考 に筆者加筆修正

ただ し、本論文でぱ、特 に図24の ような、流通経路 に着 目する。なぜな ら、販売 ・設置業

者を経由す る流通経路が、 これまでの 日本の太陽電池市場の主要な流通経路であるため、

日本市場の特徴 を最も表 しているか らだ。
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3-2.日 本 市場  製造(メ ーカ ー)

3.2.1.太 陽 電池 の保 証制 度 の始 ま り

 製造(メ ーカー)の 違いで一番大きな点は、 日本市場の場合 はシステムメーカー とい う

役割が存在するが、基本的には欧州市場ではシステムメーカー という役割 は存在せず メー

カーの多 くはシステムの一部分 しか 自社で製造 ・販売 しない点であろう。システム メーカ
ー とは、モジュール ・架台 ・接続箱 ・イ ンバーターな ど太陽電池システム全体 を一括 して

販売するメーカーのことを指す47。

図表27 日本と欧州 におけるメーカー の役割の違い イメージ図

         一 一,
        ノ '     ,    、4甘              .            '糟 丁

        麟  ,・ 翫.轍 灘繕 癬コ.㌧」譲 、,灘縛.、 灘,醗,

    欧

    州

注)文 献調査、インタビュー調査を元に筆者作成

 日本市場では太陽電池 はシステムを一括購入 しないと、保証を受け られない仕組 みにな

47シ ステムメーカーはシステムを一括して販売するメーカーであって
、システム全体を内製しているとは

限らない。京セラや シャープもパワーコンディショナーなど一部の製品に関しては供給を受けている。
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って いる。 これは、94年 か ら始まった住宅用太陽光発電システムモニター制度の運用 の中

で作 られて いった仕組み のよ うだ。当時、太陽電池 の事業化を担当す る昭和 シェルの開発

部長だった團彦太郎は以下のように語っている。

    (なぜ 日本ではシステムー括販売なのかという問いに対 して)4問 暫 ラ濯

    つ、をか らだよ。あ ちこちて㌔ のろんな.煮嫌 で。 ,.誰 力∫實 在を寿…つか と。

    こ虎だガ 乙τ。 とのラこと/乙なると、シズ テムその中で-一番i金窺 がンe～ま

    ののな太傷1雷勉だ)なと。ノ1°ワコンなん τぜのぜい200万 の うちの10励}

    20万 で乙よ。だ)からヌヒ傷 鱈勉メー.カーが黄 在を寿り と。ノ

    (最初はシステム販売でなかったのか という問いに対 して)「 うん。 まず

    最初や っ、そーのなメ ーカ ー会老 で500件 位かな48。ぞ'んと～まどこのノ1°ワこ7ン

    を使 うとのラのな、ぞカぞ物が決め τのた。 でも、パ ワコンメ ーカ ーが

    雛 の中のことなんか謝 や6な のね。 ..ヌヒ傷 霞勉メ ーカ ーがン1°ワコ

    ンを員7っτ,ぞ 乙τ身分 の傘 アーだ ζ設置ノ業孝 を冤 つげて ぎτやるとの

    ラ事だな っτのったん でず49」

 日本の太 陽電池 メーカーは、 システムメーカー としてシステムを一括販売 している。 こ

れは、太陽電池が高価な製品であ り、その想定使用期間が20年 という長期に亘っているた

め に、メーカー としてそ の性能 ・品質を保証す る必要があったためであった。 しか し、以

下説 明するように、このよ うな仕組みが 日本独特の競争環境を生み出 していく。

48島本実(1999)によると、住宅用太陽光発電システムモニター制度の初年度の導入件数は539件 である。
49團彦太郎氏 筆者インタビュー 2010年12月8日
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3.2.2.保 証の条件

 また一般 的にシステム メーカーは保証の条件 として、システムを一括購入す るだけでな

く、以下 のよ うな条件を提示 している。

・施工研修

 メーカーの施工研修(一 般的には2,3日 で費用数万)に 参加 し、太陽電池 の施工 に関

する講習を受けIDを 取得 しないと、そのメーカーの製品を取 り扱 うことはできない。

・指定工法

 メーカーが定めた指定工法(施 工マニュアル)に 従って太 陽電池 システムを設置 しない

と、そのメーカーか ら保証を受ける ことはできない。指定工法は施工研修を受 けた上 で、

設置業者 に配布 されたマニュアルに沿って実施 され る。

 受発注 の管理 と指定工法の運用は一般的には下記のように行われているようだ。

図表28 受発注 の管理 と指定工法制度の運用の順序

 →

一
 →

注1)設 置業者に対するインタビューを元に筆者作成

注2)バ ーコー ドの回収は保証のために、製品番号を照合するため
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3.2.3.競 争要素 としての、システムe保 証制度

 上記の指定工法 の運用 の中で特 に注 目すべきは、システム化 されたパ ッケージ と、基本

設計の提出50と承認 のプロセスである。

 システムメーカーのシステムは、マニュアルに従えば簡単に設置で きるように金具 に至

るまで細か く工夫 され、パ ッケー ジ化 されて いる。 このため、設置業者には 「プラモデル

のようだ」 と評す る人 もいる。 このような工夫によって、数 日の研修で もメーカーは 自社

保証を設置した設備に与えることができている。

 また、設計の提 出と承認 のプロセスによって、設置業者は独 自のノウハ ウを蓄積す るこ

とが極めて困難な仕組みになって いる。

3.2.4.日 本市場 における競争のポイ ント

 システムメーカーにとって、一括販売できる 「システムであること」は、競争のポイ ン

トとして もとて も大きな意味を持 っている。例えば、大手電気 メーカーで1998年 か ら最近

まで太陽電池事業の国内営業、工事分野 に携わってきた寺尾健男は以下のように語って い

る。

    (中国メーカーな ど海外メーカーの 日本での取 り組みがあま り成果をあ

    げていないことについて)/海 亦 のメーカ ーが モジューノ〃を競 乙よ うと

    すると、 モジュ ーノ〃を競 ずるカだγソでな ぐ、必 ず必要 なのな、Q./

    屋覆 の士だ合 つ、を設置 の症方、金翼 、.τ募が できるノし畿が のな のとガ銑診

    労 だ浮 うとできな の。 β本 の彦諜 法な どb守 る必蜘 ∫あ クま 坑 一酵

    融だ1年2年 でまτも、長期彫 だβ本 でを事∩を乙よ うと.蛋っτる羅 乙の。

    縦 ぽ;サ ンテ ック6ヤ マダ ・コジ7と 紐ん で6笏 力 τのな ののなぞ う

    のラ薯傷 だ㌔と.蛋のます』 ヨ本 の屋覆 のー左だ設置 できる齪1み が シズテム

    と乙τ必要 です。金翼 なごカ を便 っτぐ、ださの、 このズ 〃一/・の屋 旋/こI

    な ごラのラや 久方、2玩の屋 根だなごラのラや ク方、ぞ-ラのラ金冥 も含め

    τ一諺 だ競 乙τやっτぐだ'さのと言凸ラ雌 みが)なノかっノをらでぎ占ξぜん。

    だ)φら、ぞジュ ーノ〃を安ぐでまま 乙た/と のっτb,翼 体労だ どうする

    のですか と1顎か虎た ら、 �.メ ー.カー/幻 そのノウノ1ウま で答え6カ な

    の。 ぞうのラbの すべ τのシズテム て礎 葬 乙な のとでま、なののですぬノ

    51

上 の言葉 か らも、 日本市 場 で はメ ーカ ー は単 な るモ ジ ュール メ ーカ ー で はな く、 シス テ ム

メー カー と して の ビ ジネス を して い る こ とが分 か る。 また、 この よ うな シス テム メー カ ー

50過去にはメーカーにCADセ ンターがあり、設置業者は図面を送り設置設計をメーカーに任せていたこと

もあったようだ
51寺 尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日
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は ノウハウをシステムの中にパ ッケージ化 して いるために、メーカー間の競争 という意味

で も、設置業者 に対す る取引条件 という意味で も、必ず しも価格競争だけでない競争 を し

て いる。大手電機メーカーで太陽電池の国内営業に長年携わった寺尾健男は以下のよ うに

も述べている。

    rθ本1方募な往宅1方場 がンeま〃)ので鋤 乳 ヌヒ鍔 電勉 を設置 するのぽ往宅」

    の屋覆 の士 です。屋根 の形、大 きさ、屋旋ガ 渤塗のま ず』.τ葬ノ蹉 ぐの

    、殖コ業 孝が 乙ま すと

    殆 どの飯瀦 、ーτ務店/駄 房馳 の駒9襲5存 クま すが≧多ぐな)煮業が≧多の。

    ズ〉、その艦1麓な比鮒 だ中4、業孝が≧多の。営業 とココ葬 を兵 だ ずる業 孝b

    首 クますか朔 〆ご乙・τのる  Yら存 クます』

    多槻 だ太 鍔 馳 を参ス さ虎 る中4、蕨瀦 、ユニ務 替ぱノ ウノ1ウの無 ぐ、搬

    β/ご金冥 を醗 蘇 な の等』bあク、辮 の勉/こ金翼b猛 スカ 乙、砺『修 を

    受 げ、蕨 瘡、紅 する裏 がでぎま坑

    モジュー〃 メー.カーだとっτ翻 だ蕨瀦 、ーτ瀦/ご ヌ蛎 遅侠 るの/灘

    乙のの で㌔ シズ テムをノ1°.ッケージ盈 乙て=擢群 乙、備 を鰍 する勤 ゴで

    きま弟 その勾容な⑦ モジュ ール、パ ワコン等の鶴 鍔② モジュ ー〃 の禦

    台② 研修 ζ営業 、ノ殖工方法ジ@深 証 シズ テム(10年 が多 のノ ⑤営業 支

    .oエ 裏支 援⑦疾守支援、 で洗(数 字は筆者)。

    モジューノ〃メーカ ーなノ ウハ ウを擢 葬 乙、易修 だ参 勿乙τるらラ為、硬

    瀦 、工瀦 を募契 乙まずO坂 瀦 、ユコ瀦 なノウノ、ウを.受/ナ太鍔馳

    どジネズ を参ス、蕨笏、ヱ「薯を 乙ま 抗

    モジューノ〃メーカ ー∠撒 瀦,∫ 務 痔をグ 〃一フ初 乙躍 の込み、シー

    ア ツフで繋 げま すン52

    (メーカー間の競争で重要なのは)瞠 業力か沃 きの、なと隷 の～iξ洗 営業

    の雌 み、礫 力 とのラのな、易『修』〆ご甦 ヲずる、堂業 のノ ウノ、ウ、.τ葬

    / "=,1方 拶 てr疎 るノ(を多 ぐ乙τ、ぞ-カを多 ぐする。そのた めた=競

    力 をア ソプするため〆こτ事す る入、飯瀦 、工瀦 のス をできるだγナの

    っなρの莫 め τぐる。ぞ虎が務契 砂だ営業ンクを淳めるの ですねノ

    (近年 は複数メーカーを取 り扱 う業者 も増えたが)嘆 数メ ーカ ーを費 ラ

    蕨瀦 、ココ「瀦 であ っ!をと 乙τ{う、諺 翌会な どを遭 乙て蕨 茄r、.τ 瀦

    を朗 の迷 む。 もちろん ですン53

52寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日
53寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日
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このような 「囲い込み」が重要なのは、住宅用市場は比較的小規模な設置事業者が多 いた

め54に、全国で販売す るためには、多 くの設置事業者 を取 り込む必要が あるためだけではな

い。太陽電池は長期間利用す る商品で あるために、顧客 と直接接触す る販売 ・設置業者 を

引き込む必要があるのだ。大手電機iメーカーで太陽電池 の国内営業に長年携わって きた寺

尾健男は下のように述べている。

    ズピθ本 でんζル」安ののが ののとのラノtものる で乙よ うげど ヌし鍔薯勉 な1シ

    ズ テム ですか ら。お奢rさん る10年 菱 どうな るん で乙ようと療 ラで乙よノ

    55

    r擬 孝が)農初 疹 どのメ ー.カーを歎 乙τのぐとのラのな、なか、なか

    な ので乙よ う。零動明家 でなな のの で、葉際/こ屋捉の」儲ご、をぐさん のっぱ

    の棄 ぜち カるのなど物 ですカ}等、とのラ話 だな る。 その!畦だ疲瀦 、z

    瀦 の入だ こ拘が 一番お宅 の、屋覆 に合うと言わ虎彪ぽ線 舶 にぞ うな ク

    まずよね。 乙、をが っτ鹸 できる、業孝 を灘 する ことが量要 です訂56

 以上のように、 日本市場 においては、 日本企業はシステム メーカー としてパ ッ

ケージ化す ることによって、下流 に対 して優位性を確保 して きた ことを見てきた。

しか し、 このような取 り組みは一方で、コス ト圧力にもなっているという。なぜ

な ら、システム化 し販売 ・設置業者 に様 々な無料 のサー ビスを行っているためだ。

そ のような観点か ら見るとメーカーによるシステム化 と付随するサービスは 「利

益獲得、競争優位性のための ビジネスモデル」 と言 うよ り、前述 した歴史的な経

緯か ら言って も、 「そのようなサービスを提供 しないと誰も太陽電池システムを設

置できなかったための苦肉の策」 として生まれてきた と言えるだ ろう。大手電機

メーカーで長年太陽電池 の営業 に携わ っていた寺尾健男も以下 のよ うに語って い

る。

    1(為替の問題もあるが、海外市場の方が)モ ジューノ〃のみの競 でずと、

    設諦 のグポー/・、pia、 疾障 の雌 み、症留み ゴ ぐク、/・ラフン〃サポー

    /・、メンテナンズの鶏 ヲb少 な のの でコズ ん汐だ安 のと.齪ラノ57

54こ の点については後に詳しく見ていく
55寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日

56寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日

57寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日
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    (なぜコス トがかかって もシステム化す るのか という問いに対 して)左 τ

    事 でまるノくが の占ξずつか、 とのラ購 。 赤募ノ妖 きのんだγナど 房 どみ、を

    な新 乙ぐ太房 馳 を始 めるノ《遷だ〉か6、 彼6/ご ノ ウノ、ウが〉なの。だ〉か6、

    モジューノ〃のメ ーカ ーが0秒 ケージ盈 乙てフ 擢 群 乙τのか、なきゃのげ

    な の。ぞ うのラ脅んな局1クのザポー/・を乙な のとで～まな のノ58

58寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日
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3.3.日 本 市場 流 通

3.3.1.商 社への参入経路

 商社 として参入 している企業 の経路は様 々であるが、建材関係の商社事業を行っていた

り(高 島、山善)、 他分野ではあるが商社事業 を行って いた り(新 興 マタイ)、 リフォーム

業を行 っていた り(ウ エス トHD)、 ある程度関連 した業界か ら参入 してきている ことが多

いよ うだ。また、初期にお いては販売代理店業を行い、規模 の拡大 に伴って商社業務 を行

うよ うになることも多い。

3.3.2.商 社の役割

 商社 は太陽電池に関す る様々な事業を行 っていて、必ず しもそ の役割 を明確規定 できな

いが、国内市場 に関する限 り、大きく2つ の役割 を果た して いるようだ。

 1つ 目の役割は、純粋な卸機能だ。太 陽電池 の販売 ・設置会社 の多 くは小規模であるた

め、そ の与信 ・管理 を商社が行って いる。 また、小規模な販売 ・設置会社にとっても商社

との取引はメ リッ トがある。具体的なメ リッ トとしては第一 に、ノウハ ウが不十分な販売 ・

設置会社に対 して、施工技術や販売 に関 してメーカーでの研修 では足 りない部分の支援 を

受けることができる。第二に、太 陽電池 の出荷 は海外市場の動向な ど、その時の状況 によ

って左右されやす いので、安定的に商品を仕入れる ことができる商社 との取 引はメ リッ ト

があるよ うだ。

 2つ 目の役割は、 システムイ ンテグレーター としての役割だ。前述 したように、 日本の

太陽電池市場では、太陽電池 をシステム として一括販売 されている。そのような状況 に沿

った形で、国か らの補助金 もパワー コンディシ ョナーや架台 も含めた、システムに対 して

しか補助されない。また、前述 したが認証を受 けるためには 「設置後 のサポー トが メーカ

ーによって確保 されている もの」 という条件が ある。そのため、海外のモジュール専業 メ

ーカーが 日本に参入す る際にはシステムイ ンテ グレーターの機能をもつ商社な どと提携す

る ことが多 い。そ の際には、海外モジュールメーカーがモジュールを供給 し、商社が他 の

周辺機器 を仕入れてシステム化 して、J.PECへ 補助金対象システム として登録 をお こない、

国内での販売 を受け持つ というスキームが多い。
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3-4■日本市場 設置設計

3.4.1 日本市場 における設置設計

日本市場の住宅市場では、設計はほぼメーカーのシステム と指定工法によってパ ッケージ

化 されていて、簡単な基本設計 しか設置会社は行わない。ただ、公共 ・産業用途ではエ ン

ジニア リングの要素が大 きくなるので、エ ンジニアリング会社が特化的に関わる要素 が大

きいようだ。

大手電機 メーカーで太 陽電池事業 に携わっていた寺尾健男は、以下 のように述べている。

    匹礫)男 と奮窃 と比 べると、礫)男 で〆腱 蘂 ・霧 ク設循 ・企 画 ・設評 ・

    探守等の謝 な、エ ンジニア グングメーカ ーと蝶 乙τやっτのま坑

    礫)男1方 募な、例えぱ1設 置 するヱr場の電力次冴だあ った 震気」τ專、全

    体の工募の雷力～蟹 と発 震量をど ラミックズ 乙、をらコズ ん勾だ」安のかな

    ど,ち ょっとノ ウノ1ウ、があ クま坑 ぞ うのラことだ秀 でτのるのな1エン

    ジニア グング 会社 ですね。 その.煮味 てrな∠7本の蝶)男 の1方場1b〃ヲ0。

    1カ 所 だ大量 のヌヒ鍔雪勉 を設置 する大 まな どジネズなの で,エ ンジニア

    グング 会社が髪 の。NTTフ ァシ グティーズ とか 、重 震メーカ ー例え嫌

    芝 等な元 々エ ンジニア グング につよ の。だか6、 モジューノ〃メ ー.カーな

    NTTフ ァシ グティーズな どSン ジニア グンクヌ ーカ ーと紐ん でやっτの

    る厚1が≧多のノ59

59寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日
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3.5.日 本 市場 設置 ・販 売

3.5.1日 本市場 における販売 ・設置

日本市場をこれ まで牽引 してきたのは、訪問販売であった。PVnetが2005年 に行 ったイ

ンタビューでは、大手各社 の担当者が、訪問販売が業界で大きな位置を占めている事実 を

認めている。た とえば、「訪問販売は、販売のひとつのスタイルである。今は普及が進 んで

いない段階なので、売 りにでかけるプッシュ型の営業をや らなければいけない」、「PVの 販

売形態は、ほとん どが訪問販売。現在は、訪問販売で業界が成 り立っているのは事実」、「現

在、訪販が拡販 していること認知 している」、「PVは 、顧客が店頭 に来て買ってもらえる商

品なのか疑問」な どである。 また、新エネルギー財団の調査 でも 「現在、 このよ うに普

及が進む太陽光発電システムにつ いて は、家電等の耐久消費財 とは異な り、既築住宅 にお

ける販売の約8割 が訪問販売によるもの と言われている」 と言及 している60。

 また、 日本市場 にお いて は設置 と販売の分離は不明確 であるため、同一の項 目で扱 う。

ここでは、筆者が研究員 として関わっているPVnet(太 陽光発電所ネ ットワーク)が2005

年に行 った調査でのイ ンタビュー記録 を多 く参考にする。

 当初、シャープや松下(現 パナソニ ック 住宅用太陽電池用途が本格 的に開発された94

年当時は参入 していた61)な どの家電メーカーは家電の販売ルー トで太陽電池を販売する こ

とを意図していた。しか し、太 陽電池はプル営業では売れず、 また取 り付 けも家電よ りも

難 しいために現在のよ うな販売店 ・設置業者の流通構造が形成されるようになった。当時、

昭和 シェルで太陽電池事業を担当していた團彦太郎は以下のように語っている。

    ズシ ャープ や私1天なんかな、彼 らな身分躇 の家'徽 励 一/・と のラのを

    考えたわげ-で/Oと ころが蒙 雷販茄 ンな、んつラのなね。テレど/寿方る,

    務灘 な笏 るげカ どb、 身分 で携 っτ β分 で家 の士/ご棄 っ、かるなん τ

    ことな鎌 な の誰 二 で㍉ 溺 ぞ・カ で窟 庁鍔讃11レなが6ヌ ヒ鍔雷彪メー.カ

60新エネルギー財団,2008,『太陽光発電モニター事業等に関する調査』,1p
61パナソニックはパナソニック電工と三洋電機を完全子会社化し、2010年7月1日 からパナソニックグ

ループとして再参入した。
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    一ψ∫設置 業孝 を月 つげτき τ、パ ワコン も橈 τ∠ヲ分が〕葦在を寿…つとの

    ラ形 でやる、 とのラ形 を盛 えτまた訳 で鈎

 上記のよ うに、当初の想定 とは異なったものの、試行錯誤 の中で、販売店 ・設置業者 に

よる流通構造が形成されてきた ことがわかる。

 では、販売店 ・設置業者の実態はいかなるものなのか。

3.5.2.営 業か ら設置までのプロセス

 まず、営業か ら設置まで のプロセスを見ていきたい。ただ、営業の仕方 も、店舗で の販

売、モデルハウス販売、アポな し戸別訪 問、イ ンターネット サイ トでの見積 もりを通 した

販売、テ レマーケティングな ど様々な種類があ り、またそれぞれの細か いプロセス も業者

によって異なって いる。そ こで、主要な販売ルー トであった、訪問販売ルー ドについて着

目す る。そ の上で、全ての訪問販売業者が同 じようなプ ロセスを踏んで いる とは言 えない

が、 ここでは筆者がイ ンタ ビュー を行った訪問販売 ・設置業者が行って いる営業プ ロセス

を一例 として紹介 したい63。この業者は元々住宅の リフォーム会社であったが、現在は東京

23区 を中心 に太 陽電池の営業 ・販売業務も行 っている。従業員は15名 でアルバイ トが45

名。 ほぼ100%住 宅用の太陽電池を販売 ・設置 している。

図表29 訪問販売 ・設置業者 の業務 プロセスの一例

                          "〉)¥a:¥.

              【調 】   【購 もり】 藪

鴫簾鍵 糠 灘 檬 叢1霧擬縫ll霧
              る事も      案し見積もりを出す

注1)設 置業 者 へのイ ンタ ビュー を元 に筆者作 成

62團彦太郎氏 筆者インタビュー 2010年12月8日

63設 置業者B 筆者インタビュー 2010年8月19日
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注2)

3.5.3.事 業規模 ・事業内容 ・販売形態 ・販売状況 ・2005年 か ら現在までの変化

 日本における太陽電池 の設置 ・販売業者の実態 を理解す るために、PV-netが

2005年 に行った設置業者(販 売 も行っている)13社 へのイ ンタ ビュー記録 をA3

にまとめた次ペー ジの資料 を見てみた い。なお、企業名な どの固有名詞 に関 して

は、イ ンタビュー の際の契約により伏字 とす る。
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図表30販 売 ・設置業者の概況  注1)太 陽光発電所ネットワークより提供を受けたデータ

                                          基本リ情報                                                販売形態                        販売状況



 図表30は 、日本の販売 ・設置業者 を統計的に代表できる業者をピックア ップしてきた訳

ではない。しかし、日本の中での大規模 ・中規模 ・小規模 のカバー してお り、ある程度2005

年 当時の 日本市場の実態 を表 して いると言えるだろう。

(1)販 売 ・設置業者の事業規模 について

 図表30を 見 ると、販売 ・設置業者は規模の小さな企業が多いということが分かる。

 多 くが県 レベル、地方 レベルの範囲で事業を行っている。 これは、住宅用の太陽電池 は

営業 に関 して も設置に関 して も顧客の家 まで出向かな けれ ばな らないために、事業地 域 を

広げることが難 しいためだと思われ る。なので、住宅用太陽電池のみの売 り上げも多 い と

ころで4億 円か ら5億 円といった ところで、そ こまで売 り上げ規模が大き くない。住宅用

太陽電池だ と一つ一つの設備 の規模が小さいことも要因の1つ だ ろう(平 均で3kWか ら

4kW。 補助金支給の上限は10kW)。

 また、従業員 も50名 を超えることは少な く、太陽電池に専従 して いる従業員の数で言 う

と数名である ことも珍 しくない。資本金 も100万 円か ら5000万 円で小規模 か中規模 の企業

の水準 と言えるだろう。

(2)事 業内容

 太陽電池 システムを取 り扱 っている業者 には、他の事業 も兼業 している業者が多 い。特

に、電気設備工事 に関連する事業を元々行 っていて、そのノウハ ウを活か して参入す るケ

ースが多いようだ。また、筆者が行 ったイ ンタ ビュー調査 によると、電気設備 には全 く関

わ りがなかったが、ふ とんな ど他の商材で訪問販売を行 って いる会社が参入するケース も

よく見 られるようだ。

 太陽電池に関す る事業 内容を見 ると、工事のみ行 う場合、製品供給のみ行 う場合、製品

供給 と工事の両方 を行 う場合な ど様 々なパ ター ンがある。また、同一業者で も、様 々なパ

ター ンをケース ・バイ ・ケースで使い分 けているようだ。

(3)販 売形態

 販売対象 としては、やは り殆どの業者が既 築住宅に対す る販売を行っている。

 営業形態 としては、多 くの業者がプッシュ型の営業形態を採ってい る。 また、一部 の業

者は営業活動の一部分を営業専業会社などに外注 している。

(4)販 売状況

 販売の状況 として着目すべきなのが、「扱いメーカー」の項 目である。2005年 の段階では、

どの業者 も扱いメーカーが1社 に集 中している。 このため、業者は1つ のメーカー と密接

な関係 を持 って ビジネスを行っているであろうことが分かる。
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(5)2005年 か ら現在 までの変化

 ここでは、筆者が2010年 に4社 の販売・設置業者に行 ったイ ンタビュー に基づいて、2005

年か ら現在 までで変化 した点について追記する。ただ し、売 り上げな どの経営情報 は多 く

の場合聞 くことができなかったために、 どのような変化があったのか分か らない。

 筆者が行 ったインタビューで変化 した と感 じたポイ ン トは3つ ある。

 第一に、取 り扱いメーカーの分散化である。2005年 の調査では、どの業者 も1つ のメー

カー との取 引に依存 して いたが、現在ではより分散 しているようだ。ある業者は取 り扱 っ

ているメーカーを 「SANYO 50%、 シャープ20%、 京セラ20%、 三菱10%」 と答えて いた。

また、別 の業者は 「特定 のメーカーを勧めることはないので、特定のメーカーに集 中す る

ということはない」 と答 えていた。

 第二に、販売価格の下落である。現在 は補助金がkWあ た り65万 円以下のシステムに し

か支給されない。そのため、現在 システム価格は60万 円か ら64万 円台で推移 しているよ

うだ64。

 第三 として、新築市場の拡大である。新 築市場は2005年 の調査ではあまり大きい位置 を

占めていなか った。 しかし、現在では市場の4割 程度を占めているといわれている65。

3.5.4.販 売 ・設置業者の自由度

 前述 したように、 日本 の住宅市場では、太陽電池メーカーはシステム メーカーとして シ

ステムを一括販売 して いる。このため、販売 ・設置業者はシステムを改変する余地がな く、

バ リューチ ェーンの中で付加価値を加える余地が小さい。例えば、販売 ・設置を手が ける

業者によると 「モジュールを乗せる台(架 台)の 付け方を少 し変えることす ら許 されな い」

のである。 システムを改変す る力を持つ ことができないと、販売 ・設置業者のような下流

のプレイヤーには ノウハ ウが蓄積 しない。そ のため、販売 ・設置業者は 「プラモデル を与

え られた設計書 どお りに作 るだけ66」の存在 になって しまう。結果的には、販売 ・設置業者

はメーカーにある意味で 「従属的」 にな らざるを得な くなって しまっている。

3.5.5.新 築市場

 これまで触れて こなかったが、現在 日本市場で急速 に拡大 している新築市場について簡

単 に触れる。新築市場で大きな位置を占めているのは、大手ハ ウスメーカーだ。シェア第1

位 の積水化 学工業(セ キスイハイム)を は じめ として、積水ハウス、パナホーム、大和ハ

ウス工業 といった企業が有力である。2008年 度の販売実績では、積水化学工業5800戸 、

64設 置業者Aに 対する筆者インタビューによる 2010年7月29日
65設 置業者Aに 対する筆者インタビューによる。2010年7月29日 また大手電機メーカーで営業を行っ
ていた寺尾健男氏は 「ハウスメーカーへの販売は当社では売り上げの3割 くらいだった」とインタビュー

で答えている。2010年12月15日
66C氏 筆者インタビュー2010年8月7日
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積水ハ ウス2000戸 、パナホーム1400戸 、大和ハウス工業1300戸 となっている67。

 太陽電池メーカーにとって も、ハウス メーカー とのビジネスは魅力がある。大手電機 メ

ーカーで営業に携わっていた寺尾健男は下のように語っている。

    ズ蝶 とのラ.煮媒 で{ち、ノ1ウズメ ー,カーだ売 るの で幽スヌ跡 をする必要

    が首 クまぜん。ノ、ウズ メーカ ーが 営業 する。 疾証 るノ、ウズメ ーカ ーが す

    る。疏鮒 溶 も一・厚融な赫 なノ1ウズメーカ ーが する。ノ1ウズ メー.カー

    が)肪 できな の揚合な、モジュ ーノ〃メー.カーが)赫 乙・ます。蕨茄 の業

     7Tちだ此 べると線 経費1が1少な の。 ぞ乙/蒲 ボ グユームが勿 ヂ台 つτ

    なる読/ご な ク6ξすか らノ68

上 のように、ハウスメーカー ビジネスは太陽電池メーカー にとって手がかか らず、相対的

に一回の契約あた りでは規模が大きなビジネスである。ただ、収益的には設置業者よ りも

いい訳ではないようだ。同じく寺尾健男は以下 のように述べている。

    r当撚 乙τ瀦/ご%[.』 す-る傭 よ クもノ」安のでず-0乙、をが っτ、4処益御

    だな、メーカ ーだとっτなどち6も 変わ6な ので乙ようノ69

672009 .10.10,『週間東洋経済』,53p
68寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日

69寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日
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第4章

【第4章 の内容】

4-1.欧 州の流通構造の概説       、

 欧州市場は流通構造 もビジネスモデル も多様であ り、モジュール メーカーがシステムま

で作 り、設計、運営 もするというような業態 もある。 しか し、 これ までは多 くの 日本 メー

カーがモ ジュール メーカー として参入 してお り、システムインテグ レーター に販売 してき

たため、その流通経路を強調 して説明する。
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4.2ー 欧 州市場 製造(メ ーカ ー)

 前述 したように欧州市場では、 日本市場 のよ うにシステムを一括販売す るのではな く、

各 コンポーネ ン トを設置業者が仕入れてきて、設置業者がシステム化する。 これは、公共

用、産業用 に限 らず、住宅用で も同様のようだ。そ のため、メーカーの多 くはシステム の

一部分 しか 自社で製造 ・販売 しない。

図表31 日本 と欧州 におけるメーカーの役割の違 い イメージ図 再録

       

    日  

    本

       

       

   欧  
    州  

       

注1) 文献調査、イ ンタビュー調査 に基 づいて筆者作 成

 また 、一 部分 しか製 造 出来 な くて も参入 で き る こと もあ り、水 平分 業 的な取 り組み をす

る企 業 が欧 州市 場 に多 く参 入 して いる70。

70こ れは日本の住宅用市場ではシステムとして認証されないと補助金を得ることが出来ないことも影響 し

ているだろう。日本では下記37社 のシステムのみ認証されている。ただし、JETま たはJET相 当の 「太

陽電池モジュール認証」を受けていれば海外製品も利用できる。CSI(CSIJ)、CSI(マ キテツク)、GreenWay
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4.2.1.欧 州市場のメーカーの方が水平分業的な取 り組みが多い

 以下、太陽電池の代表的コンポーネ ン トである、モジュール、架台、インバーターにつ

いて太陽電池企業データベースであるENFの データベースの企業分類71を利用 して、そ の

ような状況を間接的に類推する。ENFの 企業分類でモジュール(結 晶と薄膜 ・アモルフ ァ

ス)、 インバーター、架台それぞれの国別の企業の数を集計 し、下のようにランキングにし

た。

図表32 各製品分野別の国別企業数 ランキング

モジュール メーカー(結 晶系)

雛 購li撫1位 2位 3位  5位 7位

灘 鰹 縢 沖 国 ドイツ 綱 ・インド イタリア 懸 難 灘

  ・1難藤難i霧577社  84社  55社   47社   14社

モ ジ ュール メーカー(薄 膜 ・アモル フ ァス 系)

鑛 懸 雛i・ 位 2位 3位  4位 5位

i譲鐵 鶴 難52社 ・5社 ・2社  9社 7社

イ ンバー ター メー カー

撫 鰻 難 灘 ・位 2位 3位 4位 5位 7位

・1難麹 繍1・44社 39社 32社 22社 ・6社 ・0社

 (ネ ミ ー エ ネル ギー)、HRD(日 本 産 業)

、HYUNDAI(サ ニ ッ クス)、KD So1ar(新 興 マ タイ)、K・1・S、 LIXILエ ナ ジ ー 、 LS産 電(サ ニ ック ス)、

LS産 電(LGジ ャ パ ン)、 Ligtek(ウ エ ス トホ ー ル デ ィ ン グ)、 M0SERBERPV(ア ドバ ン テ ッ ク)、

P0WERCOM(パ ワー コ ム ソ ー ラ ー)、 Runda PV(ネ ミー エ ネル ギ ー)、 S-ENERGY(新 興 マ タ イ)、SUN

BRIGHT SOLAR、 Trina solar(SST)、 YINGLI(BIJ)、 YOCASOL、 ア ポ ロ ニ ュ ー ・エ ナ ジー 、 イ ワ テ ッ

ク 、 グ リ ッ ド、 サ ンテ ック パ ワー ジ ャパ ン、 ジ ャパ ン ソー ラー 、 ソー ラー フ ロン テ ィ ア:昭 和 シ ェル 、 富

士 プ レ ミア ム 、 パ ナ ソニ ック 電 工 、 ホ ン ダ ソル テ ッ ク、 三 協 立 山 アル ミ 、三 洋電 機 、 三 菱 重 工 業 、 三 菱 電

機 、京 セ ラ、 東 芝 、現 代 重 工 業(現 代 ジ ャ パ ン)、 積 水 ハ ウ ス リ フ ォー ム 、長 州 産 業 。 括 弧 内は 海 外 企 業 の

提 携 先 あ る い は 日本 法 人

71こ の企 業 分 類 は そ の製 品 分 野 の製 品 を扱 っ て い る こ とを表 す もの で 、 そ の 製 品 分 類 の 専 業 メー カ ー で あ

る こ とを表 す も ので はな い
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                             (図表32は 次ページに続 く)

架台メーカー

鱒 難懸 義 ・位 2位 3位 4位 5位

懸蕪器 ツ 課 課 鎧ルア鐸 攣 懸
注1) 太陽電池企業のデータベースENFの データベースを利用して筆者作成

注2) 製品分類、技術分類はENFの 分類に従つた

注3) 水色を付けているのが、日本

製品分野別の国別会社数 を見て分かることは2つ あるだろう。①市場としては欧州が 中心

であるにも関わ らず、中国などの大きな市場を持たない国 も大きなプ レゼ ンスがある。②

日本企業が持つ技術水準 に比べると若干企業数が少ないよ うだ。 これ は、やは り日本企 業

が垂直統合的な取 り組み をしていることに関係があるのではないか。
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4.2.2.欧 州市場の競争のポイ ン トと、 日本企業の参入の難 しさ

 欧州市場では、 これ までの日本市場 と違い、太 陽電池設置による経済的な収入が見込 め

る。そのため、設置コス トと発電による収入 の差 に対 して日本以上に敏感である。また、

2つ の理 由か ら、欧州市場では価格競争がメーカーにとって 日本市場以上に重要な競 争の

ポイ ン トとなっている。以下、大手電機 メーカーで長年太 陽電池事業の営業 に携わってい

た寺尾健男ヘイ ンタビュー した際の言葉 を引用 しなが ら説明する。

 第一に、図表22で も紹介 したように、欧州市場は日本市場に比べ相対的に大規模 な シス

テムが多 い。 このため、設置業者の取 り扱い規模が大き く、バイイ ングパ ワーが相対 的に

強い ことがあげられる。寺尾健男は以下のように述べている。

    `(設置業者が強 いのは)シ ズ テムの 〆ごば、メ.ガク.ッ/・な どの煙 のシズ

    テムが≧多のですか らノ72

 第二 に、 日本市場のよ うにメーカーがシステム化の部分 を担 ってお らず、設置事業者 は

独自にシステム化 のノウハウを持っているために、価格競争が激しくなる。

    悔 揮 での どジネズなノ ウハ ウだよ ってンeきな 伽 砺葱 が難 乙・の。伽

    砺覆が≧少な のと傭 競 ・多/ご砺Fξフますノ73

    π々本礫 が∠7本茄窃rで傭 競 多/こな6な ののな、歪翼b含 めた シズテ

    ム と乙τのノ ウノ、クがあるか6ノ ヨー ワッノfの万ケ拶な蝶)男 が}多〃」か ら。

    設置業孝 がやク方 を分か つτのるか6設 置 業孝 のカが髪 の。だ)ラ疹,メ

    ーカ ーのそジューノ〃の灘1ず るカが あるノ74

 以上のよ うなコメン トか ら、欧州市場では、用途や補助金制度が違 うために、 日本企業

が長 く親 しんできた 日本市場とは競争のポイ ン トの重点が異なっている ことが分か る。

 また、太陽電池は個別 の製品 としては もちろん、システムであって も 「完成品」ではな

く、設置設計や系統接続な どの作業が必要な商品であることも、 日本企業が行ってきたシ

ステムー一括販売というビジネスモデル を輸出す ることが難 しい理由である。寺尾健男 は以

下のように語っている。

    ろそとえぱ;ヨ ーロッノrのズペインだ2か だ瀞出 す物ぱののびゃ、なρ⊃か

72寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日
73寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日

74寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日
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    と言の虎る。 でも、ぞんな/ご勝革だなのかな の 鰹 乙〃}のノ認 猛紐 みと

    ユ『裏 ヱニ薯ぞ・の るのが 往宅の屋 捉/ご設置 する。 あるのなユコ募の屋覆 た二設

    置 する。建設 するた めの、や っぱ ク洛函1だよ っτや ク方 と法律その6の

    カ∫達 ラ。ニア グーカ∫あ っτ{う、イコー〃 なな の。 ぞうずると∫葬 をずる

    入な増元 を分か るス 、」τ箏の猛方 畜分か る入、法律 を分か る入が必要1'

    な る。 ぞうな ると、左1.本か6会 講 っτのつτやるとのラことな で～まな

    の ですね。 ぞ うな ると∫箏 をするのな彪 元のλ達 がやるとの.うことだな

    る。、勿え τ、系G773で すか6、 句 こう偲の震力会巻 さん と遵 拷 乙なげ

    カなi>ならな の。だ)から、向 こうの雪力会を さん〆こI合う雌 み、辮 が泌

    要/ごな る。だか らモLジュー〃だ万提「浜 すること〆こな っτ乙まラ初

75寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日
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4.3.シ ス テ ム イ ンテグ レータ ー

  システムインテグレーターの役割は、資源総合 システムの 『太陽光発電 ビジネス』に

よると、 「システムイ ンテグ レーターは、太陽電池モ ジュールや関連部材 の調達、システム

設計、施工管理、補助金 ・税額補助な ど助成金の申請代行、融資の斡旋、アフターサー ビ

ス まで、顧客が太陽光発電システムを設置するためのサービスをワンス トップで提供76」す

ることと定義 されている。つま り、バ リューチェー ンの流通か ら運用にまで幅広 く関わ っ

て いる、 日本の住宅用市場では見 られな い業態である ことが分かる。また、「欧米では、住

宅用、公共 ・産業用、大規模発電用の太陽光発電 システム設置にあたって多 くのシステム

インテグレーターが活躍 しています。 ときには、太陽電池メーカーよ りも大きな影響力 を

持つ ことも多 く、 システムインテグレーターが太陽光発電 システムの導入拡大を牽 引 して

います」77と、大規模発電用 に限 らず、住宅用な どの幅広い用途で大きな影響力を持 って い

ると説明 している。

図表33 システムイ ンテグ レーターの役割

             驚ノニ笈拶ム'ギン野がレー・彦耀橈欝灘

 一      7`'一 撫       9臨 贈謙 
汰醗騰撫      蠕議編ザー饒 搬,       醗難弊

繍》 釦麟 鴨験慧撫難 ⇔ 驚 鱒
               灘灘驚難
               機器⑳翻購 邑

            /〆 洲一綱  騙＼ ＼            く 
瓢騨 紅灘 繋 )

 (灘 ン脚げイング♪      ぐ繍 織叢謬 紮愈

76資 源総合システム,2010,『太陽光発電システムインテグレーション(SI)ビ ジネス開発ガイ ドブック』,25p
77資源総合システム,2010,『太陽光発電システムインテグレーション(SI)ビ ジネス開発ガイ ドブック』,25p
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注1)資 源総合システム,2010,『太陽光発電ビジネス、大競争時代を乗り越えろ』,日 刊工業新聞社.:・

シス テ ムイ ンテ グ レー ターの 具体 的 な業務 範 囲は、 図表34の 通 りで ある。 図表33、 図 表

34を 見 て も分 か るよ う に、 欧州 市場 で は メーカー が各 製 品 をシス テム化 す る ので はな く、

下 流 の設 置業 者側 が設 計 も含 めて シス テム化 し、設置 ・運 用 して い る ことが分 か る。

図表34 システ ムイ ンテ グ レー タ ー の業務 範 囲

             、           ・響入総的に添伽たシスデムの企漸
             乏 謝懸段繕    ・場辮⑳選驚、鱒勝灘壌の検劔

             1         ・盆融

    聯ンサル攣イング            ・概饗醗額と叢額の鷺糠葡り釜弩う
                       ・趨海体や総力盆鞭との協議
                  b%'.;    ' ・羅漁殼欝磯欝の作蔵

             }        τ ・驚騰礪橈籔懸の辮購と騰灘
                       ・髭濾灘務

                       噸学織鍛勤翻認の僅薦

                       ・ i への擬繊綴織芝群醗魔携簸

   驚ンジ篇アリング ミ 殺灘 購  囎 多鱒 や勧 鮒 鱒 繍醗
                       ・機綴⑳雛漁

                       ・癒Xコ纂鞍の決潔

                       ・癒凱驚1灘雛⑳鐸醜

                       ・灘x騨 攣
    叢譲搬エ籔鰻      癒驚醗購     ・繕瓢

                       ・究競検簸
                       ・遜箔蹴蓬癒

             i         ・毅携⑳緋掩鄭饗    
.f^      1        ・擦守慮検

             i   -    ・ ・驚鍵欝力覆の醗瀦煮籔理 卿㈱"㈱ …脚一一一    ・  鐙縣殿購   '…一 一  '一…一…一一'一 一  "   .

  場融ζよ》てな、発鞭1       耀 気の籔務     
�,.r.,,            遡 職籔理

             {           ・i難鍛羅憲謹難務

                           撫魏:纏鐡禽較舞灘総禽シ講勢ム資纏

注1)資 源総合システム,2010,『 太陽光発電ビジネス、大競争時代を乗 り越えろ』,日 刊工業新聞社,71p

より
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4.3.1.大 規模発電所の規模

 表35は 、2009年7月 の時点での、世界の大規模発電所ランキングである。 これ らのプ

ロジェク トは、欧州の中で も特 に大規模なプロジェク トで ある。 しか し、 日本の住宅用太

陽電池 の場合補助金の上限が10kWま でということを考 えれば、欧州市場の方が相対 的に

1っ のプロジェク トの規模が大 きいと言 えるだろう78。そのため、企業 としての規模 も日本

の販売 ・設置業者 に比べて大きい。

図表35 世界の大規模発電所ランキング

  鴇 ㈱ 難 鵜i籔鯉 潔 懲ベイジ懸 書獣醐繍 》…・・繭 ・  麟雛 鯛

  鱒 ㈱ 魂 瓢 総 繊 撫1¢導i惣 繊 灘 贈 融㈱ 嬉 駁鱒 繍  働 臨 囎

  鍵燃 β○登 襯 礁 離 轍蔽 鵬 トガル 蜘畷A繍 ㈱ 》  ,《co彦o融罷瞭蜘 鱒 籍 購
 …`… 脾三      脚僻… 脚   … 極 一 一"一一 一 一 ・一 ・一一 一～ 一一 一一 一曾 一 一一 一一一一一一一一一一一 一一一一一一…一 一   

二                  ,      $薮)鱒 轟y麹 麟 鷲1雛砂償 雛藪・

  ・・卿 雑 箋購 ドイツ 縢i灘騒灘輔 聾』翻 齢  、鰯 轟罐
                     イツツイ紘羅難 

～一一み… 一一一一-← 一…一一一・一一・一一一 一一一  伽～   ・ 一     一 …一一・一一一…一吻    一一一一一一一 …一・=        ・

     l  A㈱0綱 購 嚇iス ・魂イン 齢繭 ㈱ 飛購} i群1融舳$惚 繍 酬 贈 躍 ○鍔

  総3㈱ ⇔i蹴 矯譲 轟 綴毎 スベィン 紹繭 《勲 ㈱・藤・》i     i勘。監 覇
 硝帽解瑠馴 … … 幽 一}w耀 一醐穿"F仰                              'ρ一 鷹〃'「鼎幽齢脚 岬ドー 一 一 卿 「醐卿卿 震一 醒一"〃加姻艀〃細 榊     堀           〃 〃〃   一 ㎜ ㈱ 瞬 酩聯蹴脚 榊 伶,「榔尾噛を欄 肋_

  ・3㈱ 輔 繍 鷺縣1スベィン細輔 ・醐  §蕪 論 晶 蹴藷購

  7㈱ ご難i購 欝離oス ベィフ舗 癬 濾騰と 触一 ・・  翻 闘

  鯵2聯 撫儀'舗 嚇 転1齢の熱 ドイツ 鞠鵜・幽 劔1欝毅  翻     識o鷺 餐鯛

  澱 鱒 鵡嚇鋤 窯麟 鶏 贈 1猟帽 ン 鷺灘錬膿撃織 鵬襯i      鎗囎 餐鱒

 嫌殺徽が霧丁鮎議総灘轟解確駕野影幽シ箕勢ム⑳轟                        窺{》㈱寡ア鰐灘騰

注1)資 源総合システム,2010,『太陽光発電ビジネス、大競争時代を乗 り越えろ』,日 刊工業新聞社,68p

より

78前 述したが、榊原清則 ・松本陽一,2009,『 ケース:太 陽光発電』でも、「ドイツは相対的に大規模発電所

の割合が高い。そして、2006年 、2007年 と急激に設置容量を拡大 したスペインでは、設置容量のおよそ6

割はメガワット以上の規模をもつ発電所が占めている」 と言及されている。
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 図表36は 、図表35の 世界の大規模発電所 ランキ ングで3番 目に大きい発電所を建設 し

た設置業者の業績である。売上高の規模 を見 ると、図表30で 示 した 日本企業の売上高に比

べて圧倒的に大きい。 この ことか ら、特に大規模発電所な どを建設す る設置業者は 日本の

販売 ・設置業者 に比べて圧倒的に規模が大 きいことが分かる。

図表36大 規模発電所 を手がけるシステムイ ンテグレーターの売上規模

注1)ACC置ONA Energia社HPを 参 照 して筆 者 作 成2010.1.5閲 覧
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4-4.デ ィス トリ ビュ ータ-・ ホ ール セ ラー ・プ ラ ンナ ー ・フ ィ ッター

 基本的に、ディス トリビューターは商社、ホールセ ラーは販売会社、フィッターは設置

業者に対応 しているようだ。システムイ ンテグレーターではない、これ らの分類の企業は、

規模の小さい住宅用太陽電池や、専門性が高 く設計な どに特化 している企業に見 られ るよ

うだ。

 日本市場の対応する企業 との違いは、システムー括販売ではないために、個別 のコンポ

ーネン トの取引や、設置設計や システム化を設置業者あるいは専門のプランナーが行 って

いるという点である。
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第5章 第2部 のまとめと結論

5.1.日 本と欧州の ビジネスモデルの違いと、 日本企業にとっての競争上のインパク ト

図表37 日本市場と欧州市場でのメーカー役割の違い

     【日本国内でのシステムメーカーとしての太陽電池メーカー】

     【メイン・プレイヤーはシステムメーカー】

     システムー括販売、指定工法を通してノウハウをパッケージ化して

     いるために、設置業者に対して優位

                【メイン・プレイヤーはシステムインテグレーター】

                設計、システム化、設置を自由に自前で行うことが出来るため、下流

                の業者力糠りノウハウを蓄積することが出来る

図表38 日本市場と欧州市場における相違点のまとめ
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 第2部 では、 日本市場 と欧州市場 の流通構造 を通 して、日本市場 と欧州市場では、市場

ごとに主要な ビジネスモデルが大き く異なる ことを見てきた。そ して、その違いは市場 の

主要な用途が異なるために、流通構造におけるシステム化 の担い手であ りメイ ン ・プ レイ

ヤーが異なるためであるか らである。 日本市場は上流 のメーカーが システム化を担ってお

り、 メイ ン ・プ レイヤーである。一方で、欧州市場は下流 の設置業者(シ ステムイ ンテグ

レー ターな ど)が システム化を担 ってお り、システムイ ンテグレーターがメイ ン ・プ レイ

ヤーである。

 そ のためメーカーの立場か ら見ると、2つ の市場では競争のポイン トが異なっている。日

本市場では、小規模設置業者を製品アーキテクチャ的にはシステム化によって、サー ビス

的には研修、保証 ・指定工法によってよ り多 くの設置業者 を囲い込んでいくことが競 争の

ポイン トであった。一方で、欧州市場ではメーカーはこれ まで多 くの場合単なるモジュー

ルメーカーであり、純粋に価格競争力が競争のポイ ン トであった。

5ー2リ特化型はなぜ 日本で生まれなかったのかく用途か らの説明〉

 第1部3章 で も紹介 したが、海外企業(Qセ ルズや生産設備会社)が 特化型の取 り組み

をしていることは、PC産 業 との類推もあ り、記事や論文な どで 「日本企業が競争優位性 を

低下 させている理 由」 として挙げ られてきた。そ して、 日本企業 とは対照的に、欧米企業

が特化型の取 り組みを行 っているのは、それぞれの文化 ・歴史的な背景か ら説明され るこ

とが多かった。例えば藤本隆宏は 『アーキテクチ ャの産業論』の中で 「単純化 を恐れず に

言えば、米国企業が得意なのは 「組み合わせ」重視の(オ ープンなアーキテクチャの〉製

品、 日本企業の得意なのは 「摺合わせ」重視の(ク ローズなアーキテクチ ャの)製 品であ

る」79と した上で、日本と米国の歴史的 ・文化的相違について述べている。一般的に、オー

プンなアーキテクチャの製品では水平分業が進み特化型の企業が生まれる傾向にあ り、ク

ローズなアーキテクチャの製品では垂直統合的な企業が多い傾向にあると言われている。

そのため、上記の藤本の文章に従 えば、米国の方が歴史的 ・文化的に特化型の取 り組みが

多 く行われる土壌があるということも示唆 している。

 しか し、太陽電池産業に限って言えば、文化 ・歴史的背景だけでなく、用途 の違いも大

きか ったようだ。つまり、住宅用途 と産業 ・電 力用という用途の違いが、特化型 ビジネス

の生 まれ る余地 を規定 した と言える部分があるようだ。

79藤本隆宏 ・武石彰 ・青島矢一,2001,『ビジネスアーキテクチャ』,有斐閣,5p(括 弧内筆者)
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 昭和 シェルで太陽電池部門の責任者をしていた、團彦太郎は以下のように語っている。

    (なぜQセ ルズのように特化型の ビジネスが出来なかったのか、 という

    質問に対 し)

    η賜題 な凌≧宅とのラこと で坑 翻 の往宅遅7とのラ醐 だ猛立てンをか6

    ですよ。だ)か6,夜 だ∠7本が礫)男 とか発 翻 とのラ形 で1万 ≠∠7グツ

    みとか2万 ヰロワッみとか、 ぜめ τ10メ ガ クッ みとか、ぞ うのラ形 で

    の どジネズ をするよう、な体急 な6ぱ1ぞ-虎 な左繁 まずよ80ソ

と、答えている。

 また、大手電機 メーカーで長年太陽電池の営業 に携わって いた寺尾健男は、 日本で特化

型の取 り組みが出来なかった理 由として以下 のように語っている。

    π日本で特化型のビジネスがないのは)z  ぎるノしが のますか,と の

    ラ購 。 ノ方揚/財 まの、をだγナど、殆 どみ、をな新 乙ぐ太鍔 電勉 を始 める入

    達 だか6、 彼 らだノウハ ウが)なの。だか6、 モジューノ〃のメーカ ーがOf

    ツケージ准 乙てり 擢 葬 乙τのかな ぎやのげ、なの。 ぞうのラ脅ん、な周 クの

    サポ ー みを乙な のとでき、なの。や ク方が 左7本の≠ ででき、なの81ノ

 上の発言 を解釈す ると、住宅用太陽電池市場の場合は設備規模が小 さく、事業者の規模

も小さいために、メーカーが垂直統合的な取 り組みをしないと産業が立ち上が らないけれ

ども、産業 ・電力用は設備規模が大 きく、事業者 にノウハ ウが溜ま りやすいために水平分

業的な取 り組みを しても設置業者が対応できた とい う意味であろう。

 太 陽電池は 日本 において住宅用太陽電池市場が拡大しは じめた1994年 の段階でもシステ

ム としてはオープンなアーキテクチャであった(な ので、モジュールメーカーはパワー コ

ンデ ィシ ョナーな どを当初か ら調達 していた)。 しか し、住宅用太陽電池市場の開拓にあた

ってメーカーは、團彦太郎 の言葉を借 りれ ば 「太陽電池 メーカーが責任 を持つ」ため に意

識的にシステムをシステムー括販売 と指定工法によって仮想的にクローズなシステム アー

キテクチャにせざるを得なかった。 システム をクローズな アーキテクチャにすることは寺

尾健男の言 うよ うに、モジュール単品あた りのコス トを引き上げる結果となった として も、

住宅用市場を開拓するには、当事者にとってそのような選択肢 しかなかったという意味 に

おいて、用途が ビジネスモデルを規定 したと言えるだろ う。

 また、前述 したように、日本でも公共 ・産業用途ではNTTフ ァシ リテ ィーズな どが シス

80團彦太郎氏 筆者インタビュー 2010年12月8日

81寺尾健男氏 筆者インタビュー 2010年12月15日
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テムイ ンテグレーター として欧州 と同様の事業を行 ってお り、そ の意味でも用途が ビジネ

スモデルや流通構造 を規定 している部分はあるだ ろう。
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5.3-日 本企業の過剰適応

 これまで、 日本市場 と欧州市場 の流通構造を見ることを通 して、2つ の市場では一般 的

な ビジネスモデルが違い、そのために、それぞれの市場 にお ける競争のポイ ン トが異なる

ことを見てきた。その上で、先行 して存在 した 日本市場を足がか りに事業 を展 開してきた

か らこそ、日本企業は後発的に現れた欧州市場 に適 した戦略を取れなかったのではないか、

というのが本論文の主張で ある。つ まり、問題意識 に立ち返 って考えると技術 開発や産業

化で先行 して 日本市場 という市場に適応 した形で ビジネスを行い一定の成果をあげていた

ことが逆 に、欧州市場 に対応出来なかった大きな要因の1つ ではないか ということである。

 これは、経営学 にお いて過剰適応 と呼ばれている現象である。過剰適応の例 として有名

なのが、野中郁次郎の 『失敗の本質』の中で取 り上げられている日本軍の事例である。例

えば、 日本陸軍は、満州事変や 日中戦争、あるいは大東亜戦争の初期において火力に頼 ら

ない白兵銃剣が成功 したがゆえに、組織学習(organization leaning)と してその戦術を強

化 し過ぎたために、学習棄却(unlearning)が 出来なくなって しまい、同様の戦術を非合

理的な場面でも繰 り返 して しまった としている。あるいは、 日本海軍 も日露戦争にお ける

成功 を繁栄 して、戦艦 を中心 とした兵器体系、連合艦隊中心の組織編制、砲術、水雷 中心

のエ リー トを集中させた昇進 システム、艦隊決戦の戦略原型を徹底 した海軍大学校、「月月

火水木金金」の猛訓練を反復させた教育システム、な ど組織的、資産的に先例 を踏襲 しす

ぎて しまった ことが、空母などの新 しい海軍モデル に対応 できなか った要 因として いる82。

 太陽電池産業 について具体的述べ ると、 日本市場 においては住宅用太陽電池市場を立 ち

上げるにあたって、活用できた販売 ・設置業者が小規模のためにノウハウの蓄積が難 しか

ったために、コス ト的な負担が あったとして も研修や、ー一括販売 ・指定工法制度の整備、

設置支援、利用者 に対する保証制度の整備な どを行 う必要があった。また同時に日本市場

では、そのような ノウハウのパ ッケージ化 によって販売 ・設置業者を囲い込むことが競争

のポイ ン トであった。一方で、後発的に発展 した欧州市場では、産業 ・電 力用途が主であ

るため、設置業者 の規模が大きくノウハウが蓄積 しやすいために、モジュールメーカーに

とっては競争力が競争のポイン トであるという違 いがあった。つま り、価格よ りもノウハ

ウによる囲い込みの市場でビジネスを行って いた 日本企業が、突然、ノウハウによる囲い

込みか ら価格重視 のビジネスを行わざるを得な くなって しまったのだ。可能性 としての問

いとしての 「なぜ水平分業的な取 り組みを日本企業はしなかったのか」 という問いは、 日

本企業の 日本市場における戦略的可能性 を象徴 している。つま り、モジュール専業で ビジ

ネスをする、あるいは労働集約的なモジュール組み立て部分を切 り離 してセル生産 までを

担 うことによって、価格競争力を上げていくというような戦略は 日本企業が太陽電池事業

82戸部良一 ・寺元義也 ・鎌田伸一 ・杉之尾孝生 ・村井友秀 ・野中郁次郎,1984,『失敗の本質』ダイヤモン

ド社
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に本格 的に取 り組み出 した時点では現実的でなかったのだ。 このようなことか らも、 日本

企業が後発の欧州市場 に新 しく適応するのは難 しかったのではなかと推測することが出来

る。
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考察 一本論文の議論の射程 と、 日本企業の これか ら一

 本論文で は 「日本企業」 と、シ ャープや京セラ、三菱、パナ ソニ ック(三 洋)な どの企

業を一括 りに扱ってきた。なぜな らば、それ らの企業 ぱ太陽電池 ビジネスにおいて 日本市

場を足がか りに事業を展開 してきた経緯を共有 しているか らだ。そ のために、強弱は あっ

た として もどの企業 も日本市場の ビジネスモデル に過剰適応 して しまった面があると筆者

は考 えている。で は、今後の太陽電池産業 について本論文で議論 してきた市場の違 いによ

るビジネスモデル の相違 のu論 は説明能力を持つ のだろうか。直近 の 日本市場 と欧州市場

の変化を踏まえた上で、 日本企業の今後 を含 めて考察 してみたい。

 日本市場はこれ まで本論文でp論 してきたよ うな市場か ら変容 しようとしている。政府

は2009年11月 に住宅用太 陽電池 に対 して余剰電力買取制度 をスター トさせたのに続 き、

2012年 度には電力用途の太陽電池設備 に対 して全量買取制度 を導入する見込みで、 これに

よって 日本において も電力用途が拡大する可能性がある83。他 にも、国が主導で機器 の標準

化 と全メーカー共通の 「設計 ・施工ガイ ドライン」、専門の施工資格制度 「PV施 工士」制

度の導入が検討されて いる84。これ らの政策が実施されれば、ノウハウをシステムにパ ッケ

ージ化 して販売 ・設置業者を囲い込むよ うな ビジネスモデルではな くなるだ ろう。 また、

ビジネスの現場で も、2つ の大きな変化 が起きて いる。第一 に、ハ ウスメーカーな どによ

る新 築ビジネスが拡大 してお り、 日本市場の4割 程度 を占めるようになったようだ。新築

ビジネスはハ ウス メーカーが大量 で購入 し、取 り付けるために、バイイングパ ワー とい う

意味でも、ノウハ ウという意味で も下流のプ レイヤー に力が移ってきている。また、 これ

までの既築 ビジネスでも、販売 ・設置業者は以前 に比べて複数のメーカー を扱 うよ うにな

ってお り、メーカーの販売 ・設置業者に対する支配力は弱まっていると考え られる。以上

のよ うに、 日本市場にお いては本論文が議論 してきたよ うな 日本市場にお けるビジネスモ

デル の基盤が無 くなってきていると言える。

 欧州市場 は、そ の拡大の大きな要因が産業 ・電力用途 に対 して投資資本が集 中した こと

にあったため、2008年 の金融危機以降、市場拡大のスピー ドが落ちている。そのような背

景もあり、欧州各国政府は買い取 り価格 に差 を付 け、家庭用 の需要拡大 に乗 り出して いる。

ドイ ツや フランスの市場では09年 は販売量の3～4割 を家庭用が占めるとみ られてお り、

これ までの産業 ・電力用途 中心の市場か ら変容 しているようだ85。

 以上見て きたよ うに、 日本市場 と欧州市場 は、全 く異な る市場か らよ り似 た市場 にな っ

てきているよ うだ。本論文が議論 してきたような流通構造が変容 している中で、 日本企業

は今後 どうすべきなのだ ろうか。今後に対する 日本企業の方向性 は各社異なるが、 日本企

83日 経ビジネス,『新工ネ"開 国"で 敵に塩?』,2011.1.3,18p
84資 源エネルギー庁,2010,「住宅用太陽光発電システムの普及促進に係る委託調査」,r住宅用太陽光発電
システムの普及促進に係る調査報告書避
85日本経済厩聞 朝刊 Q太陽電池大手、欧州家庭向け市栃開拓』2QO9,10.17
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業が共通 として注 目して いる分野 として海外 の住宅用市場がある。例 えば、三菱電機 は欧

州 における販売拠点を増や し、卸事業者 を通 じた販売だけでな くエアコンな どを販売す る

電気 工事店 を通 じた販売に乗 りだ している し86、パナ ソニック(三 洋)は 自社技術の強みで

ある高い変換効率を活か して住宅用市場を開拓していくとしている87。シャープや京セ ラは

三菱 とパナソニ ックよ りは産業用途に軸足が あるようだが、例 えばシャープも堺工場 に新

ライ ンを作 り高効 率太陽電池を強化 して国内外の住宅用太陽電池市場 を開拓するとして い

る88。政府 も技術開発支援、固定買取制度の拡充、戦略的ODAを 通 して 「世界の全ての屋

根に太陽光発電設置を目指す」として、世界の住宅用太陽電池市場へ の普及 を支援す る方

向性 を示 している89。日本企業が共通 して住宅用太陽電池市場に注 目しているのは、日本企

業のモジュールが相対的に変換効率が高 く、 また 日本市場での住宅用途のビジネスの経験

を活かせ るため と考えているよ うだ。

 では、 日本企業 は高い変換効率 と日本市場での経験を活か して、 日本市場のように住 宅

市場において高い競争力を示せ るのだろうか。変換効 率に関 しては、確かに 日本企業は相

対的に高い傾向にあるが、それ も大体数パーセ ン トであ り、決定的な競争優位性 にはな ら

ないだろう。 また、そ もそ もフィー ド・イン ・タ リフのような全量買取制度の下では重視

され るのは投資効率であ り、住宅用市場でも高い変換効率が優位性 にな らない可能性 もあ

る。また、欧州に関しては住宅市場において も設置業者が システム化を担ってお り、 日本

のよ うにメーカーが ノウハ ウをパ ッケージ化する ことによって設置会社に対 して優位 な立

場に立っている訳 ではない。 しか し、欧州市場か ら目を転 じて、世界の他の地域を見 る と

日本企業の強みが活かせる可能性がある地域はある。将来本格的 に拡大す るとした ら中心

になる市場 はアフリカや 中東な ど日射量が多い地域であることが予想 されるが、そ のよ う

な地域は電気技術者な どの蓄積がなく、 日本市場のよ うな垂直統合的な取 り組みが活かせ

る可能性がある。

 本論文で取 り上 げた 日本市場 と欧州市場の流通構造 の違いはその象徴 的な事例であるが、

今後 もどのような 国の市場 に参入するので あれ、モジュール ビジネスを行 う限 り、そ の国

そ の国の電力環境、法律、活用できる販売 ・設置業者網な どに応 じて、その国に合わせて

カスタマイズ した ビジネスを行 う必要が ある。太陽電池 ビジネスは、そ のよ うな単 に製品

間の競争だ けでな く、 どのような ビジネスモデルで、販売業者や設置業者 とどのような関

係 を結ぶ のか ということが とて も重要で あるということを明らかにしたという点が本論文

の貢献であると考 えて いる。

86日本経済新聞 朝二刊 『太陽電池大手、欧州家庭旧け市場開拓』2009.10.17
87日本経済新聞 朝刊 『発電効率最高の太陽電池、三洋、欧州で販売』2010.12.04
88日本経済新聞 朝刊 『シャープ、堺に新ライン、150億円、高効率太陽電池を強化聖010.12.02
89経 済産業省,2010,『次世代エネルギーソリューション～海外展開のための総合戦略～』,26p
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第3部 補論:「合理的」選択の結果 としての住宅用太陽電池市場の開発

【第3部 の問題意識と内容】

第1章 サ ンシャイ ン計画に関する先行研究 と評価

1-1.サ ンシャイン計画 について

 サ ンシャイ ン計画については、旧通産省やNEDOな どの関連団体が発行 した資料は数多

くあるが、アカデ ミックな研究は少ない。本論文がサ ンシャイ ン計画を取 り上げるにあた

って、参考 にした論文として、島本実の 『ナシ ョナルプロジェク トの制度設計 一サ ンシャ

イン計画と太陽光発電産業の生成一』(1999)が ある。この論文は、史料 とイ ンタビュー に

基づいて、サ ンシャイン計画策定 の経緯 と、サ ンシャイ ン計画が企業の研究 開発に与 えた

影響 を調査 している。 ここでは、『ナショナルプロジェク トの制度設計一サ ンシャイ ン計画

と太 陽光発電産業の生成-』 の内容 を紹介 した上で、本論文の独 自性 と貢献 について述べ

る。
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1.2.『ナシ ョナルプ ロジェク トの制度設計一サンシャイン計画 と太陽光発電産業の生成 一』

 『ナショナルプロジェク トの制度設計 一サ ンシャイ ン計画 と太陽光発電産業の生成 一』

は 「日本における代表的なナショナルプロジェク トとして、新エネルギー技術開発計画(サ

ンシャイ ン計画)の 四半世紀 にわたる歴史 を考察の対象」に している。

当該論文は、史料調査 とイ ンタビュー調査が中心 となっている。 これは、「計画の発展 プロ

セスを、個 々の参加主体 の行為が複合 して形成 したメカニズム として把握す ること」が 当

該論文の 目的であるか らだ。

 当該論文の問題意識は(1)ナ ショナルプロジェク トの進展 は、いかなる主体 の意思決

定 によるものであ り、その組織間関係 を規定する要因は何か。(2)多 様な主体が参画 し、

そ の中で相互作用を繰 り広 げるプロジェク トのプランニングはそ もそ もどういう意味で可

能であるのか、というものだとして いる。

 上記のよ うな問題意識 の下、具体的な内容 としては以下のようになっている。

序章 「問題の所在」では、当該論文の問題意識 とその研究の位置づけを明 らかにした後 に、

サ ンシャイン計画のアウ トライ ンについて統計デー タなどを元に概説 している。

 第一章 「サ ンシャイ ン計画の成立一計画の創発的誕生ー」では、当時細々と個別 に続け

られていた様 々な新エネルギー研究をサ ンシャイン計画というプロジェク トにまとめ るこ

とによって、資源に乏しい 日本のエネルギー ・セキュリティという大 きな問題に対す る政

策という位置づけ(当 該論文では 「言説」)を 得る過程を史料だ けでな く、当事者達 のイ ン

タビュー も紹介 しなが ら明 らかにして いる。 また、サ ンシャイ ン計画が構想 されている最

中に第一次オイルシ ョックが起 こった ことによって、計画が国家的支持を得た ことを通 し

て、ナショナル プロジェク トにとっての 「言説」 の重要性を明 らかに して いる。

 第二章 「NEDOの 設立 とその組織変容一産官学知識集約頭脳集団のイニシアティブ喪失

 Jで は、産官学によるサ ンシャイ ン計画の実行 の中心 として通産省所管 の特殊法人 とし

て設立されたNEDO(新 エネルギー総合開発機構)の 位置づけの変化 について書かれてい

る。第一次オイルシ ョックによって国家的支持を得たサ ンシャイ ン計画であったが、80

年代 中盤以降、石油価格 の低下に伴って計画の重要性が相対的に低下 していた。そのよ う

な状況 を受け、NEDOが サ ンシャイ ン計画 の実行主体 としてだけでなく、次世代技術開発

制度、医療福祉技術 開発制度に関する実行主体 にもなって いくな ど通産省工業技術院の技

術政策の総合的な実行部隊 となっていく変遷を追っている。

 第三章 「太陽光発電産業 の生成一計画 を指標 とした企業間競争の発生ー」では、政策担

当者 と企業の経営戦略 との相互関係について書かれている。 この章では、主 に2っ の論点

に関して政策担当者 と企 業の経営戦略 との相互関係を見ている。一点 目の論点は、政策担

当者側の開発委託の意思 と、企業側 の開発受託に対す る意思で ある。サンシャイ ン計画の

各社への委託作業は74年 か ら開始され、 日立、東芝、日本電気、シャープ、松下電器 、東

洋シリコンの6社 が参加 した。なかでも日立、東芝、 日本電気は半導体での実績が政策担

当者 に評価 され、重要な技術分野であるシ リコンの生成法の開発が委託された。 しか し、
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シリコンの生成プ ロセスに参画 したいとい う意思を持 って いたシャープと京セ ラは外 国技

術 に基づ く技術 を通産省 工業技術院に提案 したが、受 け入れ られなかった。そのた め、シ

ャープと京セラに松下電器 を加 え、ジャパ ン ・ソーラーエナジー を設立 し民間での開発を

目指 した。 しか し、ジャパ ン ・ソーラーエナジーは数年で挫折 して しまう。 また、計画 当

初期待 されていた関東の大メーカーは85年 以後 、数年のうちにサ ンシャイン計画か ら撤退

して しまう。第二の論点は、技術方式の取捨選択に関 してである。70年 代後半に、サ ンシ

ャイ ン計画 には当初登場 していなかったアモル ファス半導体が太陽電池の有 力な製法 とし

て現れた。研究開発への重複投資 を避けるために、83年 にNEDOが 技術の一本化 を予告 し

た。 しか し、技術の一本化は行われることはなかった。

 上記のような議論を通 して、サ ンシャイ ン計画のような長期 にわたるナショナル プロジ

ェク トは、政策担 当者の計画案がそのまま実施 されるのではな く、それぞれ の主体 の 目的

に沿 う形で計画が解釈されるような間主体的なものであることを明 らかにした。

本論 文の独 自性

島本実の 『ナショナル プロジェク トの制度設計一サ ンシャイン計画 と太陽光発電産 業の生

成 一』はサ ンシャイ ン計画 を対象にナショナルプロジェク トの形成過程を、政府の立場 と、

参画 した企業の立場か ら纏 め、分析 した研究である。既存 の研究の中で最 も詳細 にサ ンシ

ャイ ン計画の経緯 について纏められているために、本論文で も多 く引用 して いる。しか し、

当該論文 と本論文では研究の視点が異なって いる。

 当該論文では政府 と企業のコラボ レー ションによるナシ ョナルプロジェク トの形成 につ

いて の1つ の事例 としてサンシャイ ン計画に着 目して いる。一方で、本論文では、意識 ・

無意識に関わ らず、サ ンシャイ ン計画 の中に内在 して いた論理が、そ の後 の 日本 の太 陽電

池産業にどのような影響を与えた のか、 という点に着 目している。つま り、 当該論文で は

前一競 争段階に着 目して いるのに対 し、本論文では競争段階におけるサ ンシャイン計画 の影

響 について着 目していると言えるだろ う。そ のため、 当該論文ではサ ンシャイ ン計画 の中

で も特に、サ ンシャイ ン計画の企画立案過程、政府か らの研究 開発費の支出の変遷、政府

と企業の研究開発体 制について着 目し、紙数が割かれている。一方、本論文では、歴史 的

な経緯など背景情報は多 く当該論文に拠 りなが らも、後に 日本 の太陽電池市場に大 きな影

響 を与えた と本論文が主張する住宅用途の開発に関して独 自のイ ンタビューや調査 に基づ

いて主張を行っている。
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1-3.日 本の太陽電池への政策の評価

サ ンシャイン計画の太陽電池に関する政策は成功事例 とみな されていた。例えば、2007年

に発表 された一橋大学の島本実 の論文では

     「太陽光発電は 目下顕著な成功 を収めてお り、産学連携による新エネル

    ギー技術開発が実 を結んだ事例 とされている。(中 略)現 在 日本は世界最

    大の太陽電池生産国で あり、世界の太陽電池生産量1660MWの うち、日

    本のシェアは52.8(876.6MW)に 上がっている(2005年 現在)。 その う

    ち320MWを シャープが、110MWを 京セ ラが生産 してお り、後 を追 う三

    洋電機 と三菱電機 を含めて、 これ らの企業は世界 トップランクに君臨 し

    ている」

と、サ ンシャイ ン計画 の産業政策 としての成果を報告 しているgo。

 しか し、2010年 現在、 日本の再生可能エネルギー政策、あるいは太陽電池産業 に対する

政策 はあまり評価 されて いない と言ってよいだろう。

 たとえば、飯 田哲也が一橋 ビジネス レビュー誌 に寄せた論文91で下 のように日本の これま

での再生可能エネルギー政策 を批判 している。

     「(経済産業省 旧通産省を中心 とす る)そ の政策コミュニテ ィは、大規

    模集 中型で トップダウンの価値観 を共有 し、原子力発電や石炭火力発電

    な どに過剰傾斜する反面、小規模分散型の再生可能エネルギーを異常に

    軽視 し、「現実」 に起きて いる変化か ら目を背けてきた」

     「エネルギーの脆弱な 日本 にとって、再生可能エネルギーは、環境でも

    経済 ・産業で も、そ してエネルギー安全保障や地域の活性化 な ど、多方

    面 にメ リッ トのある最重要な 「国策」である。にもかかわ らず、政府は

    再生可能エネルギーを異常 に軽視 してきた上

あるいは報道でも、太 陽電池政策 について以下のように評価 している。

     「まず国の前提 として 「基幹電源はあくまで原子 力発電」(資 源エネルギ

    ー庁)で あって、新エネルギー政策は二の次だ。それで も過去、〇三年

    までは行政 と電力会社 の"予 期せぬ"コ ラボ レーシ ョンで、太陽電池普

90島本実,2007,「太陽光発電とイノベーション政策」特定領域研究 『日本の技術革新一経験蓄積 と知識基盤
化ー』,第3回 国際シンポジウム研究発表会 論文集
91飯 田哲也,2010,『環境エネルギーイノベーションの必要性』,一橋ビジネスレビュー2010SUM.
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    及が進んできた。夏場の電力 ピー ク対策のため、九二年 に、電力会社が

    自主的取 り組み として新エネルギーの電力 を購入する 「余剰電力買取メ

    ニュー」を導入。 これ に呼応す るよ うに九四年 には、前述 の住宅設置補

    助金制度が導入 された。 この二つは産業政策を術緻 し連携 してできた制

    度設計ではない。いわば偶然の産物で、住宅向けを中心に需要は拡大 し、

    販路 も整備された」92

また、 もう少し肯定的な評価は、サ ンシャイン計画における技術開発 と初期費用に対す る

補助金制度に対 して一定の評価 を与えつっ も、2005年 の日本の補助金打 ち切 りと ドイツの

フィー ド ・イン ・タリフの本格導入 によって 日本 の太陽電池政策は出遅れて しまった、と

い うよ うな ものだろう。 このような評価の例 としては、下 の記事な どがある。

     「もともと太 陽電池市場は、 日本が主導 して出来上が った経緯がある。

    石油ショック後、石油依存への危機感を強めた旧通商産業省が 「サ ンシ

    ャイン計画」 を打ち上げ、各メーカーが技術 開発を競 ってきた。1994年

    には太陽電池 を家庭に導入する初期費用 を補助する支援制度を設け、需

    要を喚起 してきた。 日本の太陽電池導入量は世界首位 を続 け、2004年 に

    は、 日本メーカーが世界の太陽電池 の過半 を生産するまでに成長 した。

     (中略)し かし2005年 度で国の補助金制度が打 ち切 られると、流れは逆

    転 した」93

     「日本やイギ リスが採用 しているRPS法(固 定枠制、一定割合の新エネ

    利用の義務化)で は再生可能エネルギーの推進の役に立たないことは歴

    史が証明 している。(中 略)FITを 今す ぐに導入することが重要で、それ

    が 日本の新エネルギー産業の育成を決定づけることになるだろう」94

92週 刊ダイヤモンド,2008.3.22,『太陽光発電で日本勢失速を招いた場当たり的新エネルギー政策の愚』,96p
93日 経ビジネス,20082.18,『太陽電池の痛恨 シャープが世界首位陥落』,48p
94週 刊東洋経済,2009.3.21,『欧州が誇る 「発明」フィードインタリフ』,58p
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第2章  r合理性」の過程

 第3部1.3.で 、 これまでの 日本 の太陽電池政策に対する批判的な議論 を見てきた。その

上で、確かに ドイ ツのフィー ド・イン ・タ リフのような制度はサンシャイ ン計画当時 にお

いては検討 されて いなか ったが、フィー ド ・イ ン ・タ リフはサ ンシャイン計画 当時の太陽

電池 の性能 、日本 のエネルギー政策 ・産 業政策 の観点か ら見 ると妥当な選択肢でな く、住

宅用太陽電池用途が少な くとも当事者達に とって最 も 「合理的」な選択肢であった ことを

見て いく。

2.1.日 本 における太陽電池の用途開発

 太 陽電池は機能的には単純な製品である。太 陽電池 の基本的な機能は太陽エネルギーを

電気エネルギーに変換す るという機能である。 しか し、そのような太陽電池の機能を どの

よ うな 「商品」と して利用す るか という点は、太陽電池のコス ト低減 とともに太陽電 池 に

関わる人々にとって大きな課題であった。

 サ ンシャイン計画以前、太陽電池は専 ら僻地での独立電源 としての利用に限 られていた。

離島、山間部、宇宙な どである。 しか し、そのような用途のみでは既存 の水力 ・火力 ・原

子力の代替エネルギーにはな り得ない。そ こで、政府 にとって もメーカー にとって も、純

粋な技術開発だけでな く、太陽電池 をどのような 「商 品」に仕立て上げるべきか とい う課

題があった。 この課題 に対 して、 どのように政府 ・メーカーは検討 し、どのような取 り組

みを したのか。

 特 に、 どのような検討を経て住宅用 という用途を開発 したのか とい う点は既存の研 究で

は紹介 されて こなかった。 しか し、住宅用途は現在の 日本の太 陽電池市場 と日本の太 陽電

池メーカーにとって原点 となってお り、重要な論点であると考えている。
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2-2日 本の太陽竃池市場の特徴

 前述 したが、 日本 の太陽電池市場の特徴は、住宅用の小規模 な太陽電池が市場の大 きな

割合 を占めていることである。一方で、 ドイツは相対的に大規模発電所 の割合が高い。そ

して、2006年 、2007年 と急激に設置容量を拡大したスペイ ンでは、設置容量のお よそ6

割 はメガワッ ト以上の規模をもつ発電所が 占めている95。このような特徴は、補助制度 の違

いだ けによるものではない。特に 日本の場合は、歴史 的な経緯 の中で意識的に住宅用太 陽

電池市場が育成 されてきた。

図表39 国内出荷用途別内訳(再 録)

 

  

 

 
 

注1)太 陽光 発電 協 会HPの デ ー タ を元 に筆 者 作 成201012.25閲 覧

注2)縦 軸 の 単位 はkW。 横 軸 は 西 暦 。

95榊 原 清則 ・松 本 陽一 ,2009,『 ケー ス:太 陽光 発 電 』,18-19p
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図表40 各国市場に占めるメガソー ラーの割合 再録

 

 
 

 

 

 

注1)榊 原清則 ・松本陽一(2009)『 ケース:太 陽光発電』

注2) この図はメガワット以上のメガソーラーの割合を示す図であり、メガワット以下の設備を比べる

    と、 ドイツの設備は相対的に日本の設備よ りも大規模である

注3) 日本は2007年 までの設置容量、 ドイツとスペインは2008年 までの設置容量
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2-3.サ ンシャイ ン計画期の探索的な用途開発

 日本企業がサ ンシャイ ン計画 の支援 を受けて本格的に太陽電池市場 に参入する前は、太

陽電池 の市場は とて も小さな ものだった。用途は人工衛星や灯台 といった特殊な用途 に限

られ、市場規模は高 く見積 もって も数千万 という程度だった96。当時最大の市場であったア

メリカで も、送電網が届かない地域に対する独立型の太陽電池 ビジネスがある程度需 要が

あったとい う違いはあるにせよ、大きな市場 を見込める用途がなかった という意味にお い

て大 きく事情は異な らなかった。

 大手電機 メーカーで太 陽電池 の営業を行って いた寺尾は当時の状況 を下 のよ うに述 べて

いる。

     ズ(当時の太陽電池 は)辮 な増赫、侍殊な沼逮 で乙か便わヵ τのなか

    った で抗 迭1霧 錠が〕なのところ。 とのラのな,迭 …露蕨が ある所 ま でずご

    ぐ遊 のですね。 一番なカ「台 ですね。ぞ拘 と、砂4、屋だとか。ぞ うの ラ所

    だ㌔と迭1霞がなかなか左∫来な 〃」の,.コ ズ ん的だだ}〕ぶ蕎 ぐτb、 ぞ-カで

    も設置 乙τき5ξ乙た。 縦 ぱ1蕩 が勲 て藷1が動かなか った6繊 〃ご1房

    力な のよ うな擶 万 が一璃 が雄 乙た・6鯉 蘇 るま で勿 θb痔 た、な

    げカぽ姿)/ナな のよ-う、な儲 ですね。ぞ-の為を費 だ0!)Sや 薇 星遊存橈 を

    持た ぜ・ま 乙・た。 ピ中本略♪あとな ハ乙腸00が 禰 玉会を出 乙τ、公#設 循、学

    撹 など で劣 そのよ 一うな 症葬 の90な んパ ーセン/・位な ハ四刀0が 襯 金

    を出 す症事 で乙本をノ97

 サ ンシャイ ン計画が始 まって も、太陽電池の用途開発に関 しては様々な試みがなされた。

シャープは70年 代後半か ら、電卓、時計を中心 に、宇宙用、中継 局用、雨量計、ポ ンプシ

ステム、発電モジュールな どに太陽電池を使用 した製 品を開発 している。 また、京セ ラで

は80年 代か らラジオ用、民生用携帯電話などを開発 した。また、京セ ラは他社 との提携に

も積極的で太陽エネルギー灯(82年5月 ミサワホーム総合研究所、82年10月 井関農機 と

提携、以下 同様)、電池充電器(82年9月 、ラオックス)、 自動車用バ ッテ リー(83年5月 、

マルエヌ)、 自転車追尾等(83年11月 、ブリジス トン)、 太陽電池温水器(84年3月)、 太

陽電池付き有料 トイレ(84年6月 、ニッケン)な ど98、様 々な用途 を積極的に開発 した。

以上のような製品化 され た商品以外にも、ソー ラーカーな ど多様な太陽電池の用途が構想

されていた。 このように、メーカーは太陽電池 の拡大 のために技術的努 力だけでな く、市

場 開発の努力も同時に行 っていた。

 サ ンシャイン計画が始 まると、サンシャイ ン計画の中でも新たな用途 開発に向けた研究

が行われ るようになった。実際に昭和61年 度の 『サ ンシャイン研究計画の概況』では住宅

96島本実,1999,『ナショナルプロジェクトの制度設計一サンシャイン計画と太陽光発電産業の生成一』,156p
97團彦太郎氏 筆者インタビュー 2010年12月8日

98島本実,1999,『ナショナルプロジェクトの制度設計一サンシャイン計画と太陽光発電産業の生成一』,216p
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用太陽電池システムのほかに、「学校用 システムの研究 開発」、「工場用 システムの研究開発」、

「山間僻地用システム」、 「トンネル照明システム上、 「離島用電力供給用 システム」、 「洋上

システム」な どの様々な用途のためのシステムが予算を獲得 して研究開発が行われた99。

 このような初期の市場開発の努 力の中でのヒッ トは太 陽電池つき電卓である。世界で最

初の太陽電池つき電卓はシャープが1976年 に発売 したEL-8026だ と言われて いる100。太

陽電池つき電卓の ヒットは、単に利益的な問題だけでな く、行 き詰ま り感 のあった太陽電

池の開発の続行 の大きな後押 しになった。薄膜太 陽電池の研究か ら事業化 まで20年 以上の

経験を有する技術者である、泉名政信によると、太陽電池つき電卓の1台 あた りの太 陽電

池の売 り上げは とて も小 さな ものであ り、社内用途、CASI0、 Canon、 海外への販売の合

計約一億台分の市場の何割かを獲得 して も年間10億 円程度の売 り上げであった。当時売 り

上げが2,000億 か ら3,000億 あった社 内では、マイナーな事業 と見なされるのも当然であ

った。そ のよ うな状況の中で、電卓用太陽電池を商品化 したのは、発電素子を自社で製造 ・

販売するとい う事業の可能性を検証す る意味合 いが強かった。 しか し、泉名政信な どの開

発者は 「太陽電池の開発に乗 り出 した狙いであ り夢は、本格的な発電用パネルの事業化」

と最終的には電源用途の開発を志向 していた101。

99財団法人 日本産業技術振興協会,1986,「昭和61年 度サンシャイン計画研究開発の概況(太 陽エネルギ
ー)」

,3P
lo0しかし、当時はまだソーラー素子の開発が始まったばかりで高価だったことから、電卓の価格も2万
4800円 と高価で、製品としてはあまり成功しなかったと言われている。htt//www. dentakuーmuseum com/
『電卓博物館』2010.12.24閲覧

101泉名政信氏 筆者インタビュー 2010年12月16日
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2.3.1太 陽電池の住宅用途の開発 ① エネルギー政策 として

 日本 の太陽電池産業に決定的な役割 を果たしたサ ンシャイン計画 は産業政策 としてだ け

でな く、エネルギー政策 としての側面 もあった。つ まり、産業 として育てるだけでな く、

その過程で国内の新エネルギー利用の割合を高 くす ることが期待されていた。それは、サ

ンシャイ ン計画発足当初、2000年 には全エネルギーの相当程度(20%程 度)を 新エネルギ

ーでまかなうと公言されていた ことか らも分かる102。

 そのため、用途開発の基準 も国内のエネルギー開発 という観点か らも検討 された。 ここ

では、用途開発に大きな影響を与えたとされ る調査 を元に、住宅用太陽電池の用途が開発

された経緯 をた どりたい。 日本が住宅用太陽電池市場に傾斜す る1つ の契機 となった調査

としてNEDOの 委託調査 『太陽光発電 の潜在的導入可能量に関す る調査』がある。残念な

が ら、この調査 自体は古い調査のためNEDOに 残っていなかったため、この調査を下敷き

に行われた経済社会研究所 の 『太陽光発電 システムの普及分析 』103を参考 にどのよ うな論

理で住宅用途に着 目したのかを見ていく。

 『太 陽光発電 の潜在的導入可能量に関する調査』では、 「潜在普及規模」 と 「最大普及規

模」 という2つ の概念を使って用途の分析を している。簡単に言えば、 この調査は仮想実

験 として太陽電池を各種用途地域 の置 けるところに全部太陽電池を置 いてみて、その上で

様 々な現実的な制限をかけてい くと、 どの用途地域が一番大きな規模が見込めるか という

調査である。

 以下、少 し長いが分析の内容 と図表を引用する。

「設置に関わ る各種制限を十分 に考慮 した上で得 られたわが国のPVシ ステムの設置可能

な潜在規模(Maximum potential)は 、独立型のシステムまで含 めて、およそ24.7GWp

とな った。部門別に見たわが国における太陽光発電 システムの普及規模 を表2.3に 示す(本

論文では図表41)。 ここで、最大普及規模(Ultimate Potential)は すべての施設にシステ

ムが設置 された場合の普及規模で あり、潜在普及規模は各種の制約条件を考慮 した上で、

実際 に設置可能な普及規模 となる。

もっとも大きなポテンシャルを持つ部門は、屋根上設置型系統連系型 システムが主 として

設置 され る家庭部門で全体 の1/3を 占める。公共部門、農業部門のポテンシャルをあわせ る

とこの3部 門で全体の8割 を占める。輸送部門においては高速道路の法面 を有効に活用す

る ことが期待 されているが、面積 としては家庭部門の屋根上ほど期待できな いため、潜在

規模 として3GWp程 度にとどまっている。業務用 ビルディング等 の屋上では空調機器等が

設置されていることが多いため、業務部門は0.5GWpと 少なくなって いる。 このような制

限を克服す るために新たな設置工法を想定 して規模の推定を行えば、業務部門におけ る潜

102島本実,1999,『ナショナルプロジェクトの制度設計一サンシャイン計画と太陽光発電産業の生成一』39p
lo3今村栄一,内山洋司,1995,『太陽光発電システムの普及分析』
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在規模は増える可能性 はあるが、今回の検討ではこのような新工法 については考慮 してい

ない。

また、設置形態別 に見たわが国における太陽光発電システムも普及規模 を表2.4(本 論文で

は図表42)に 示す。持っのは家庭部門を中心に設置され る逆潮流 を行 うことが出来 る系統

連 系型システムが最も大きな潜在普及規模を持ち、潜在普及規模 としては全体の1/3以 上に

あたる8山9GWpと な る。また、逆潮流が発生 しない系統連系システムも5GWpほ どの潜在

普及規模 を持ち この2種 類で、全体 の半分以上の14GWpの ポテ ンシャル を持つが、 この

中には離島で用い られるシステム も含 まれている。 したがって、系統連系が行われるシス

テムの潜在普及規模は焼 く18GWpと なる。平成5年 度のわが国の発電設備容量はおよそ

212GWで あるため、系統連系が行われ るシステムの潜在普及規模 は現在の設備容量のおよ

そ8.5%と なる」104

図表41 わが国における太 陽光発電システムの部門別普及規模

注1)今 村栄 一,内 山洋 司,1995,『 太 陽光 発電 システ ムの普 及分 析 』表2.3を 引用

104今村栄一,内山洋司,1995,『太陽光発電システムの普及分析』5・7p
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図表42 わが国における太陽光発電システムの設置形態別普及規模

注1)今 村栄 一,内 山洋司,1995,『 太 陽光発 電 シス テム の普 及分 析 』表2.4を 引用

 上記 の分析 で 特 に注 目した い ことは、2っ ある。

 第 一 に、用 途 開発 にお いて 国内 市場 の 開発 のみ に重点 が あて られ て いる こ とで あ る 。 こ

れ は サ ン シ ャ イ ン 計 画 の 発 足(1974)と ほ ぼ 同 時 期 の産 業 政 策 で あ るVコLSIの 事 例

(1976-1980)で はIBMの370シ リー ズ に世界 市場 で対 抗 しよ うと、 VコLSIの 技術 開 発 に

取 り組 んだ ことに比 べて 対照 的 で ある105。 この ことは 、用 途 開発 に あた って 国内 のエ ネ ル

ギ ー 開発 とい うエ ネル ギー 政策 と して の基 準 が重 要視 され て いた ことの表 れ で ある と言 え

るだ ろ う。 つ ま り、 住宅 用 途 の 開発 は産 業 政策 と して だ けでな く、エ ネル ギ ー政策 と して

も 「合 理 的」方 策 で あった と言 え る。

 第 二 に、現 在 で言 う電 力 用 の集 中発電 用 途 も検 討 され て いた こ とで あ る。 この 点 に 関 し

て は 、後述 す る。

ios Kiyonori Sakakibara ,1993,"R&D cooperation amang competitors:Acase study of the VLSI
Semiconductor Research Project in Japan"Journal of Engineering and Technology

Management,10(1993)393-407
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2.3.2.太 陽電池の住宅用途の開発 ② コス ト面でのマーケティングか ら

 もう1つ 、住宅用途に注 目した理由があった。それは、産業用 と住宅用の電力価格の違

いである。

 当時メーカー と政府 の橋渡 し役であった昭和 シェル開発部長(当 時)の 團彦太郎は以下

のよ うに語っている。

    姥 業 房の雷力 つτのラのなだ翌」ノをの」を陥7肌 陥 位、  一一つτのな

    17服 陥 位、ぞ-カだ対 乙τ家庭巧 雪力な24～5肱 陥 とか そカ ぐらの。

    ぞ-うのラ.濠1媒びゃ6傭 と 乙て太1鍔馳/ご ブ ー番近 の。だ)から一.. ぐ

    繍 砂 だ鍵 ずるだち うと。 ぞ拘力疹 屋姦1つτの-うのな1何〆こ'ら働 拘 τ

    のな の。 θ本みた の/ご配 が〕なのか6ち ょうどののと。 で㍉ 置の中/ごな

    新 乙が ク屋 のb4)好 きな1落 位 のるよと。 とのラの で、庄宅 男の又(鍔薯b

    勉 をやろうとノ106。

 当時の太 陽電池 は今よ りも価格 が高 く、そのような条件の中で用途 開発するにあたって

最 も 「合理的」な選択であった。当時の時点では、モジュールコス トが1Wあ た り1000円

を超えてお り、フィー ド ・イン ・タ リフという選択肢が姐上 に上がって いた として も、財

政的な観点か ら住宅用太陽電池に補助を行 うという選択が最 も 「合理 的」であったと考 え

られ る。

106團彦太郎氏 筆者インタビュー 2010年12月8日
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2I4,住 宅用太陽竃池を成立 させるために

 しか し、住宅用太陽電池が潜在的に大きな市場だ と狙 いをつけて も、簡単 に実現で きた

訳ではなかった。特 に、3つ の大きな問題があった。

 第一 に、電気事業法の問題だ。電気事業法では、30ボ ル ト以上の発電機関を設置す る際

には通産大 臣の認可 を必要 とし、 システムの維持 ・運営のためには電気主任技術者 の資格

を有する者 を配置 しなけれ ばな らないとされていた。 このよ うな法律が あっては一般家庭

に普及するのは難 しい。 この問題は90年6月 に電気事業法が改正 され、500kW未 満 のシ

ステムであれ ば、設置す る際には地方通産局への届出のみでよ く、また システムの維持 は

電気保安協会が担当するという制度が整え られた107。

 第2に 系統連系の問題だ。それまでの太陽電池は離島や僻地な ど送電網が届かない地域

で利用されてきた。そのために、システムの一部にバ ッテリーが含 まれていたのだが、バ

ッテ リーをつけるとシステム価格が どうして も高 くなって しま う。そ こで考 え出された の

が、系統連系とい う考 えであった。当事昭和 シェルの開発部長で あった團彦太郎は以下 の

ように述べている。

    r礫 〆ごとっτ商 易と 乙τやると乙た6宛 がののかな、 で。やるだぜよ

    や ら、なのだぜ-よ、バ ッテ グーをつげ て笏 るなん てン心クバカliぐ τや っτ

    の らカな のと。金が)かかる 乙、蕩 ぐなるか ら、とτもがやな のげどやカ

    、なの。 ぞ-ガ7びやあ,鋤 クの互1翻 と遵 系 する乙か 乙よ-うノが〕なのと。 ぞう

    のラことを撰ス と話 乙合つτ,遵 系とのラことを齪/こI乙 、を家庭源太傷

    馳 との.うのが醐 必 できる1つ の分頚 だ〉なとノ108

サ ンシャイン計画は このように、太陽電池単体だけでな くシステム としての太 陽光発電に

注 目した。系統連系システムの開発 にあたっては、太陽エネルギー委員会、太陽電池懇話

会(現 太陽光発電協会)が 法律的な整備や電気会社への説得 を行 うだけでな く、電気事業

局な どの技術者 によって系統接続のための技術 を整備 した。

 第三に、高い機器価格 の問題だ。当時の太陽電池は非常に高く、そ のままでは

経済合理性に見合わないため、消費者に受 け入れ られないだろうと考 えられた。

当時昭和シェルの團彦太郎は以下のように語っている。

    ズサンシャイン計画 ψ贈 ま った厚,3」 をπ のやつがだいた の1ヂ 万砿。ぞ

    カが600万 位だな った92、93年 ごろ。ぞ溜 ご、まあ入間 が もの好 きb出

    ぜ一るのが ぜのぜb200～300万 だ〉なと。だ)から半分 醐 乙・よ うとノ109

107島本実,1999『ナショナルプロジェクトの制度設計一サンシャイン計画と太陽光発電産業の生成一』,156p
108團彦太郎氏 筆者インタビュー 2010年12月8日

109團彦太郎氏 筆者インタビュー 2010年12月8日
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300万 円ものを個人に助成す ることに関しては様々議論が起 こったが、結局92年 か ら導入

設備 に対する税制の優遇措置が実施され、94年 か らは住宅用 の太陽電池システムモニター

という形で助成が行われ ることとなった。このモニター制度 とは、助成を受ける代わ りに

太 陽電池 のモニター として今後 の研究開発 のための情報 を提供す るというものである。そ

の結果、94年 度には539件 、95年 度 には958件 、96年 度 には1866件 が このモニター制

度を利用 して太陽発電 システムを導入 した。 これは当時の太 陽電池の導入量の過半を占め

る数であった110。

2.5.検 討 ・実施されていた大規模発電 システム

 太 陽電池の用途開発にあたっては、現在 ドイツやスペイ ンな どで見 られ るような、大規

模発電 システムが当初想定されて いた。そ のため、サ ンシャイン計画の初期 においては集

中型電力に実績 のある東芝や 日立 に旧通産省は期待 していた。また実際に1986年3月 には

愛媛県西条市に集中配置型1000kW太 陽光発電所を設立 した。 しか し、 この時期はまだモ

ジュールコス トが1Wあ た り1000円 を超 えていたため、コス ト的に現実的な採算が取れな

かった。また、期待 されていた東芝 と日立 も当時半導体な ど他の事業分野 に資源 を集 中 し

てお り、太陽電池分野に本腰 をこの時期入れなかった111。 これ らの ことも、家庭用をは じ

め とす る分散型電力を指向する契機 となった。

110島本実,1999,『ナショナルプロジェクトの制度設計一サンシャイン計画と太陽光発電産業の生成
‐d

,243p
111島本実,2010,『太陽光発電の半世紀』,一橋ビジネスレビュー2010SUM.,77p
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2.6.太 陽電池の 「商品」としての大 きな転機 となった系統連系

 現在はフィー ド・イ ン ・タ リフの導入 をめぐって非難 されることもある政府 と電 力会社

との協調だが、系統連系という、現在か ら考えて も太陽電池の 「商品」 としての大きな転

機 に関 しては大きな役割 を果た した。系統連系とは何かというと、一般の電力が集 中電 力

か ら(例 えば火 力発電所か ら)一 方方向に各家庭 に送電 していたのを、家庭か ら電 力系統

に接続 し送電することである。それ まで、独立型の太陽電池 は蓄電池を備 えていたが、そ

うす るとシステム全体の価格が高 くなるデメ リッ トがあった。そ こで官民合 同の議論 の末、

蓄電するのではな く、電力網 に系統連系するという結論 に至った。

 これは当時 にすれば世界的に非常識な発想であった。 日本でこの系統接続 による逆潮流

を唱えた黒川浩助はイ ンタビューで下のよ うに答えている。

    そのときか ら逆方向に流す研究 をしていたんです。アメ リカで発表 した

    ときには笑われたが、今は世界の主流です112。

この技術 的 ・法律的整備が基盤 となって、フィー ド ・イン ・タリフのような電力会社 に電

力を売るという仕組み も可能になった。その意味では、系統連系は太 陽電池の 「商品Jと

して の枠組みを変える大きな転機 となった仕組みであると言えるだ ろう。

2一7.第3部 のまとめ

 補論である第3部 では、 日本企業が過剰適応 して しまった対象である住宅市場中心 の 日

本市場は、探索的用途 開発の中で官民共 同によ り意識的に形成された ということを資料 と

イ ンタビュー によって明 らかにした。また、「住宅市場」 という市場 をターゲッ トに定めた

ことは、当時の諸条件 の中では最 も 「合理的」であ り、系統連系を実現 した という意味 に

おいては、創造的な政策で あった と言えることをみてきた。

112島本実,1999,『ナショナルプロジェクトの制度設計一サンシャイン計画と太陽光発電産業の生成
‐d ,240p
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第4部 お わ りに

1.全 体のまとめ

 本論文の 目的は、「太陽電池産業にお いて、 日本企業の競争優位性が低下 しているのはな

ぜか」 という問いに答えることであった。

 第1部 で は、研究の問題意識 を明 らかに した上で、 これまで報道や論文で議論されて き

た 日本企業 の競争優位性 の低下の要因についてデータに基づいて検討 してきた。検討 の中

で、特にフィー ド ・イ ン ・タ リフに関 しては、欧州各国にとって産業政策 としての効果 は

限定的であることを指摘 した。

  第2部 では、 これまで注 目されて こなかった、 日本市場 と欧州市場の流通構造に着 目

した。 日本市場 と欧州市場の流通構造に対す る分析を通 して、日本市場 と欧州市場では、

市場 ごとに主要なビジネスモデルが大きく異なることを見てきた。そ して、そ の違 いは市

場の主要な用途が異なるために、流通構造におけるシステム化の担 い手でありメイン ・プ

レイヤーが異なるためであるか らであった。

 そのためメーカーの立場か ら見ると、2つ の市場では競争のポイン トが異なっていた。日

本市場ではより多 くの設置業者を囲い込んでいくことが競争のポイ ン トであり、欧州市場

ではよ り純粋 に価格競争力が競争のポイ ン トであった。そ して、 日本企業が先行 して存在

していた 日本市場 に適応 したビジネスをしていたか らこそ、ビジネスモデル として欧州市

場の拡大 に対応できな い過剰適応的なビジネスモデルを形成 して しまい、日本企業が競争

優位性 を低下 させたのではないかと主張 した。

 また、そのよ うな市場特性の違 いも太陽電池産業 において 日本企業が水平分業的な取 り

組みが少ない理由ではないかとも指摘 した。

 第3部 では、そのような太陽電池産業における競争において大きな影響がある流通構造

がサ ンシャイ ン計画当時の諸条件の中で 「合理的」に方向付 けられてきた経緯 を明 らか に

した。

                   1:



2.研 究の限界

 本研究の限界は大きく3つ あると考えている。

 第一に、本研究は基本 的に日本の流通構造 について集 中的に調査 を行い、比較参照点 と

して欧州の流通構造 につ いて触れている。そ のため、欧州市場 に関してぱイ ンタビューな

どの作業がな く、厳格な意味で比較できているとは言えない。そのため、欧州市場 につ い

て は大まか にしか把握できていな い可能性がある。しか し、 日本メーカーに所属 して いた

方 にイ ンタビューを行 うなどして、少な くとも 日本企業にとっての欧州市場が どのような

ものであったのか についてはフォローできて いると考えている。

 第二に、 日本企業が 日本市場に過剰適応 したために欧州市場に対応 できなかった とい う

本論文の主張は主に、日本市場が欧州市場 と大 きく特性が異なる市場で あり、 日本企業 は

先行 して存在 した 日本市場に適応 的なビジネスをして いたとい うことか ら推測 して いるも

のである。そのため、 日本企業が欧州市場 において、 どのような形で適応できなかった の

かについて は具体的に説明できて いない。イ ンタビューなどによって、欧州市場につ いて

の具体的な過程は明確でな くとも、日本企業がQセ ルズのような特化型の取 り組みや、サ

ンテ ックのようなモジュール売 り切 りの ビジネスに消極的であった背景を説 明したと考 え

ている。

 第三 に、イ ンタビュー対象が限定的であ り、インフォーマン トのバイアスを十分 に消去

できていない可能性がある。 しか し、制度や定量情報 などで情報を補完 してお り、大 筋に

おいて大 きな事実関係の誤解はないのではないかと考えている。

                                  本文 了
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                   謝辞

 私が感 じている感謝 の想いをそのまま書くと論文の本文を遥か に超 えるため、 ここでは

一部 の方に、それも簡単に しか感謝の意を表さないことを、お許 し頂きたい。

 まず、誰よ りも榊原清則先生に。私は決 して出来のいい生徒ではあ りませんで した。留

年 もして ご心配 もおかけしました。 しか し、学部の時に社会学、政治学、哲学な ど色々な

研究会 に顔を出していなが ら、先生の下で修士 をや りたいと考 えたのは、経営学への関心

だけでな く、先生の考 え方への興味関心 も多分 にありました。ゼ ミな どを通 して、先生の

モ ノの見方 ・考え方を学べた ことは大変貴重であったと思います。学部の際に何かの経緯

で褒 めて頂いた メール、卒業論文 を書き上 げた後 に頂いたメールなどは、今で も大切にメ

ールボ ックスに保存 しています。

 他 にも、何度 も意味不明な草稿を送 りつけて もす ぐに明確なコメン トを返 して頂いた福

査の國領先生。何にも分か らない学生の私 を笑って受け入れて下 さった、PVnetの 皆 さん。

特に伊藤まきさんには、研究以外の面でも本当にお世話にな りま した。

 イ ンタ ビューをさせて頂 いた、寺尾健男、團彦太郎様、金子武弘様、池谷勝典様、吉富

政宣様に も心か ら感謝 しています。皆様 に教 えて頂かなければ、私 にとって複雑怪奇で あ

った太陽電池産業 につ いて全 く何 も分か らないままであった と思います。

 研究会 の諸先輩方にも本 当にお世話にな りました。訪問上席所員であられた宇野正様 に

も社会経験に基づいた貴重なお言葉を頂きました。神戸大学の松本陽一 さんにも忙 しい中

移動の合間の時間を割いて、東京駅で指導 して頂きました。

 一緒に修了できなかったけれ ども、榊原研究室の高橋知也君、大西英也君、呉さん とは

一緒 に切磋琢磨できた ことを感謝 しています
。

 研究室の後輩である、馬場健太君、三輪 尚巨君は研究 にあたって知的なコメン トを頂け

ただけでな く、実際的な作業 も手伝って貰 えて本当に助か りました。 また、一緒に長野に

ドライブに付き合わせたのは、私 にとってはいい思い出にな りました。

 また、 ロフ トにいる他の研究室の方々にもいい刺激を貰いました。最後約一カ月、大学

院棟に泊 り込みなが ら、同 じ太陽電池産業の研究をしている人と議論 をした り、ユ ビキタ

スの実験に付き合わされた り、 自分の研究が うまくいかないと他の人の席 に行 ってその人

の研 究にイチャモ ンをつ けた り、そのよ うな事々が追 い込みの時期 を合宿のような楽 しい

時間に変えて くれました。特に、よく愚痴を聞いてくれた出口真希子 さんと、夜中ボ レー ・

ボ レーを大学院棟の前でした高村伸吾君には心か ら感謝 しています。

 最後 に、いつ も私の味方でいて くれる、父 と母、祖父 と祖母 に。心か らの感謝 をこめて。

                                2011年1月12日

            慶應 義塾大学大学院湘南藤沢キャンパス大学院棟t30に おいて

                                    民谷直也
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